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ミバエ類の成虫飼育室（病害虫予察センター
で現在飼育されているのは、ミバエ4種）

プロジェクトサイトの現有機材
（無償のプロジェクト以降2004年に調達された顕微
鏡は使用可能だが対物レンズなど交換が必要）

チレボンのマンゴー圃場
（水田に一定間隔を置いて植えてある。有償資
金協力「園芸作物開発事業」(1996.12-2002.12）
で導入されたゲドン・ギンチュウ）

マンゴーに寄生しているミバエの幼虫とそ
の被害

ミバエ類の幼虫飼育室

プロジェクトサイトの既存施設
(PFI本館の裏手にあり、現在ミバエ類飼育施設と
して活用）



園芸総局での協議の様子
（園芸総局及び農業検疫庁との協議）

チレボンのパッキングハウス（農家から搬入
されたマンゴーの重量測定、選別、梱包を行
い、シンガポールに輸出している業者）

園芸総局でのミニッツ署名

収穫後のゲドン・ギンチュウマンゴー

インドラマユのファーマーフィールドスクー
ル（FFS:農民野外学校）

ミバエ用の Protein Bait トラップとマニュアル
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第１章 詳細計画策定調査団の派遣 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）政府は、AFTA、ASEAN、APEC、WTO
等、さまざまな地域機関や国際機関に加盟・参画しているが、インドネシアの植物検疫の体制は

十分ではなく、農作物の輸出に関して輸入国側の安全性への要求に十分応えることができないた

め、自国の農産物輸出のポテンシャルを十分生かしきれていない。そのため、インドネシア農業

省園芸総局は、同国における植物検疫システムを国際的なレベルに引き上げ、農産物輸出の促進

を図るため、同国において特に検疫上の問題となっているミバエ類の殺虫に関して、先進的な技

術と豊富な経験を有するわが国に、植物検疫技術の改善に係る技術協力を要請した。 

この要請を受け、JICAは2009年1月に第1次詳細計画策定調査を実施し、プロジェクトの協力対
象の範囲、実施体制等、プロジェクトの協力枠組みについて、結果をミニッツ（M/M）に取りま
とめ、また、インドネシアにおけるミバエ類及びマンゴー生産状況等の関連情報を収集した。続

いて、第1次調査の結果を踏まえ、具体的なプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）、活
動計画（PO）及び事前評価表を作成するために関係者との協議を行い、今後プロジェクトに投入
すべき機材の選定、機材設置場所となる施設の改修等のインドネシア側負担事項、詳細な実施ス

ケジュール等を明らかにするために、2009年7～8月に第2次詳細計画策定調査団を派遣した。 
 

１－２ 調査団の構成 

氏 名 担当分野 所属等 

本間 穣 総  括 JICA農村開発部 水田地帯第一課長 

巾嶋 徹信 検疫行政 農林水産省 消費・安全局 植物防疫課 

生産安全専門職 

小田 義勝 果実障害試験 元 農林水産省 横浜植物防疫所 調査研究部  

統括調査官（害虫担当） 

熊谷 正樹 

 

ミバエ飼育技術 農林水産省 横浜植物防疫所 札幌支所千歳空港

分室 次席植物防疫官 

祐成 忍 

 

蒸熱処理消毒技術 農林水産省 横浜植物防疫所 調査研究部  

病害虫危険度評価担当 

上野 一美 評価分析 海外貨物検査株式会社 コンサルタント部長 

目黒 祥子 計画評価 JICA農村開発部 水田地帯第一課 職員 

 

１－３ 調査日程 

日順 日付 曜日 JICA/官団員 コンサルタント団員 

1 7/26 日 移動（成田→ジャカルタ）  

2 7/27 月 
AM：JICAインドネシア事務所打合せ  
PM：JICA専門家（農業政策アドバイザー）打合せ 

3 7/28 火 DGHとの協議 

4 7/29 水 

    

AAQとの協議 
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5 7/30 木 
AM：移動（ジャカルタ→ジャティサリ） 
PM：PFIにおける調査 

6 7/31 金 
AM：PFIにおける調査 
PM：移動（ジャティサリ→ジャカルタ） 

7 8/1 土 書類整理 

8 8/2 日 成田→ジャカルタ 書類整理 

9 8/3 月 

AM：JICAインドネシア事務所打合せ 
PM：DGH及びAAQへの表敬訪問及び協議 

JICA専門家（農業政策アドバイザー）打合せ 

10 8/4 火 
AM：BATANとの協議 
PM：移動（ジャカルタ→ ジャティサリ）、PFIにおける調査 

11 8/5 水 PFIにおける調査 

12 8/6 木 PFIにおける調査 

13 8/7 金 
AM：移動（ジャティサリ→チレボン） 
PM：マンゴー農場における調査 

14 8/8 土 
AM：移動（チレボン→インドラマユ）、マンゴー農場における調査 
PM：移動（インドラマユ→ジャティサリ） 

15 8/9 日 移動（ジャティサリ→ジャカルタ） 

16 8/10 月 DGH及びAAQとの協議 

17 8/11 火 DGH及びAAQとの協議 

18 8/12 水 
AM：LIPIにおける輸送書類署名及び視察 
PM：ACIAR研究者との意見交換 

19 8/13 木 M/M協議、JICAインドネシア事務所への報告 

20 8/14 金 
M/M署名、在インドネシア日本大使館への報告 
移動（ジャカルタ→成田） 

21 8/15 土 AM：成田到着 

 

１－４ 主要面談者 

 １－４－１ インドネシア側関係者 

（1）農業省園芸総局 
・Ms. Sri Kuntarsih, Secretary for Directorate General of Horticulture (DGH), Ministry of 

Agriculture（MOA） 
・Mr. Ahmad Dimyati, Director General of DGH, MOA 
・Mr. Soekirno, Director of Directorate of Horticulture Crop Protection (DHCP), DGH, MOA 
・Ms. Cahyaniati, Head of Fruit Protection, DHCP, DGH, MOA 
・Ms. Anik Kustaryati, Chief of Pest Fruit Control Section of Fruit Protection, DHCP, DGH, 

MOA 
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（2）農業省農業検疫庁 
・Mr. Suwanda, Director of Center for Plant Quarantine (CPQ), Agency for Agricultural Quarantine 
(AAQ), MOA 

・Mr. Abisad, Technical Staff, CPQ, AAQ, MOA 
  

（3）病害虫予察センター  
・Mr. Harsono Lanya, Head of Jatisari Pest Forecasting Institute（PFI） 
・Mr. Firdaus, Chief of Program and Evaluation Division, PFI 
・Mr. Mustaghfirin, Chief of Program Section, PFI 
・Ms. ELmadar, Head of Forecasting Service Division, PFI 
・Mr. Indriyanto, Chief of Household and Maintenance Section, PFI 
・Mr. Wayan Murdita, Technical Staff, PFI 
・Ms. Tri Murniningtyas, Technical Staff, PFI 

  

（4）農業省官房庁 
・Mr. Hayato Nakajima, JICA Agriculture Policy Advisor, Secretariat General, MOA 

 

（5）Center for the Application of Isotope and Radiation Technology（BATAN） 
・Mr. Nada Mamada, Head of Irradiation Facility, BATAN 
・Prof. Achmad Nasroh Kuswadi, Agriculture and Radiation Entomology, BATAN 

  

（6）Australian Center for International Agricultural Research（ACIAR） 
・Mr. Julien de Meyer, Country Manager for Indonesia, ACIAR 
・Dr. Harry Fay, Principal Entomologist, Horticulture and Forestry Sciences, Department of Primary 

Industries and Fisheries, Queensland Government 
・Ms. Felicity Muller, Project Officer, ACIAR 

 

（7）The Indonesian Institute of Sciences（LIPI） 
・Dr. Yayuk Rahayuninqsih, Head of Entomology, LIPI 
・Mr. Oscar Efendy, Researcher, LIPI 
・Mr. Hiroshi Kobayashi, Project Coordinator, the Project on Improvement of Collection 

Management and Biodiversity Research Capacity of the Research Center for Biology, LIPI 
 

 １－４－２ 日本側関係者 

（1）在インドネシア日本大使館 
・仙波 徹 一等書記官 

 

（2）JICAインドネシア事務所 
・富谷 喜一 次長 

・村田 卓弥 所員 
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第２章 プロジェクト実施の背景 
 

２－１ マンゴー生産の概要 

 ２－１－１ インドネシア国家計画における位置づけ 

（1）国家中期計画（2004～2009） 
国家中期開発計画において、農業合理化の最終目標として「農民の所得と福利の向上」

があり、その中間目標として、農産物の競争力強化と高付加価値化、生産性及び輸出増加

が挙げられている。中間目標達成における開発プログラムの中で、アグリビジネスの開発

促進のために次の2点が述べられており、それらが本プロジェクトと関連する。 
・地方における収穫後処理技術の強化、商品の品質と加工、アグロインダストリーのマ

ーケティングと開発による農産物の高付加価値化 

・地方における貿易障壁の低下と不公正な世界における貿易からの保護 

 

（2）園芸開発計画（2005～2009） 
農業省園芸総局が策定した園芸開発計画には、園芸作物生産における政策の方向性と開

発戦略が記述されている。その開発目標には、5年間で平均6.30％の園芸作物の生産増、園
芸作物の品質と競争力の強化、園芸関連ビジネスの制度改善、市場及び加工産業への必要

量の供給、雇用機会の強化及び農家及び関連ビジネスの所得向上と並んで、園芸分野にお

ける人的能力開発と強化が含まれている。 

 

（3）植物検疫についての戦略 
農業検疫庁が2008年11月に発行した「インドネシアの農業検疫プロフィール」に農業検

疫の再活性化プログラムが掲載されており、そのプログラムは以下の6つの柱から成る。 
1）インフラストラクチャ：農業の保護と国際市場における国産農産物の輸出促進のため
に農業検疫職員を支援する検査施設やレファレンス・ラボとしての農業検疫標準試験

所の強化（ミバエ類を含む病害虫標本の整備やその同定技術強化）。 

2）情報技術：検疫ラボネットワークの強化と情報管理システムの提供による農業検疫技
術の実施部隊への効率的な伝達。 

3）人的資源：職員の量だけでなく質の観点からの人的資源開発の強化。 
4）組織：1985年に動物検疫と植物検疫が統合されて誕生した農業検疫センターの技術実
施部隊の統合の促進。 

5）規制と農業検疫システム：農業検疫を効果的・効率的に実施するために必要な新しい
農業検疫システムの開発。特に、農産物の輸出入時における病害虫の危険度評価に基

づく農業検疫技術開発や輸出のための証明書発行、船積み前検査、病害虫フリーエリ

アの証明など。 

6）国民参加：農業検疫に関係する政府関係者、マスメディア、輸出業者、一般市民など
への情報提供や意見交換。 
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 ２－１－２ インドネシアにおけるマンゴー生産 

（1）マンゴー概説 
マンゴーは熱帯アジア原産のウルシ科の生食用果実で、北インドとマライ半島に発祥し

たと考えられている。樹高が10～20m以上に達する常緑高木であり、開花後2～3カ月後に結
実成熟する。果実は一般に勾玉状やや平扁で、品種により小さいものは50gから通常250g、
1.4kg以上に達するものもある。優良種は果肉が豊富、柔軟で繊維が少なく、甘味や酸味が
適度であり、黄肉とされている。 

世界各地の主なマンゴー品種は、インドのアルフォンソ、スリランカのルピー、フィリ

ピンのカラバオ、インドネシアのゴレー、アルマニス、キューバのビスコチェエロ、米国

のサンダーシア、ヘーデン、ケント、タイのナムドクマイなど多様である。 

栽培においては、マンゴーは熱帯及び亜熱帯に適し、乾燥を好むことから降雨量は635～
1,905mmの間なら無灌漑で栽培可能との報告もあるが、霜や開花中の降雨は避けなければな
らない。繁殖には各種の方法があり、実生、接木、取木などが用いられているが、接木苗

は約5年で結実に至る。 
栽培距離は通常10～12mとし、幼木時は堆肥のみでもよいが、結実樹齢に達すれば積極的

な施肥が必要である。インドの報告によれば、収量は10年生で400～600個/本、20年生で2,500
個/本であり、病害虫ではウドンコ病の一種Powdery mildew、ヨコバイの一種Mango hopper
の2つが最も留意すべきとされている（農林省熱帯農業研究センター著『東南アジアの果樹』
昭和49年12月発行より一部修正して引用）。 
本プロジェクトで対象とする品種であるゲドン・ギンチュウの特徴としては、樹高が9～

15m、果実の形状は他の品種よりも小振りで丸く、平均サイズが長さ10cm、幅8cm、厚み6cm、
果皮は厚みがあり、その色は底部が紫がかった赤で頂部が緑で成熟すると黄色になる。果

肉は赤みがかった黄色、味は甘酸っぱく、匂いが強い。種子サイズは、長さ5～6cm、幅3cm、
厚み2～3cm程度である。また現地での聞き取りによれば、収量は1本の樹木から年に約50kg
である。 

 

（2）インドネシアにおけるマンゴー生産量と生産地 
インドネシアの地区ごとの主要マンゴー生産品種を以下に示すが、ゲドン・ギンチュウ

のほとんどが西ジャワで生産されている。（インドネシア側からの聞き取りでは、ゲドン・

ギンチュウもゲドンも同じ品種であるとのこと、西ヌサテンガラでも少量のゲドン・ギン

チュウが栽培されているとの情報を得たが、インドネシア全体でのゲドン・ギンチュウの

生産地についての明確な回答が得られなかったため、今後再確認をする必要がある。） 
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表２－１ 地区ごとの主要マンゴー生産品種 

 
州 地 区 主要生産品種 農家数 

耕地面積 

（ha） 
主要収穫 

時期 

1 チレボン ゲドン・ギンチュウ、 

アルマニス 143 
35,800 4,276 9月～12月 

2 マジャレンカ ゲドン・ギンチュウ 1,810 2,030 8月～1月 

3 

西ジャワ 

インドラマユ ゲドン・ギンチュウ 記録なし 147,701 10月～12月

4 レンバン ゲドン 115,588 9,124 6月～12月 

5 
中央ジャワ 

ブロラ ゲドン、ゴレー 4,024 9,277 9月～10月 

6 シツボンド マナラギ 69、ゲドン、
アルマニス 146 

40,452 6,553.23 7月～12月 

7 プロボロンゴ マナラギ、アルマニス 111,651 3,916 10月～1月 

8 

東ジャワ 

パスルアン ゲドン 21、アルマニス 143,648 11,685.55 10月～12月

9 西ヌサテンガラ スンバワ アルマニス 記録なし 984 9月と11月 

10 ジェネポンド アルマニス 143 30,346 3,135.09 11月～1月 

11 南スラウェシ タカラ アルマニス 143 2,059 2,750 7月～8月 
10月～1月 

12 バリ ブレレン アルマニス 1,200 1,228 8月～2月 
（出所：Profile of Mango Commodities, 2007） 

 

過去3年間のインドネシアにおけるマンゴーの生産量は以下のとおり。全国的に年々生産
量が増加傾向にあるが、特に東ジャワと西ジャワの生産が拡大している。オーストラリア

国際農業研究センター（Australian Center for International Agricultural Research：ACIAR）
のレポートによれば、マンゴーの生産量増加は、耕地面積の拡大に起因するとのことであ

る。 

 

表２－２ マンゴーの地域別生産量 

（単位：t） 

No. 州 2006年 2007年 2008年 

1 西ジャワ 371,800 447,565 474,777 

2 東ジャワ 627,911 593,824 691,904 

3 バリ 45,759 47,828 67,644 

4 NTB 68,869 103,015 61,230 

5 南スラウェシ 46,874 96,198 107,326 

6 その他 460,784 530,189 702,204 

 合 計 1,621,997 1,818,619 2,105,085 
インドネシアにおけるマンゴーの主要品種は、アルマニス、ゲドン・ギンチュウ、マナラギ、ゴレー、
ポダングなど。 
（出所：園芸総局果実作物栽培部からの資料） 
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西ジャワにおけるゲドン・ギンチュウ（本プロジェクトの対象品種）とそれ以外のマンゴ

ー生産量は以下のとおりであり、ゲドン・ギンチュウの生産量はこれら主生産地において

も現在のところマンゴー全体の10～30％にすぎないが、今後生産の増大が見込まれている。 
 

表２－３ 西ジャワのゲドン・ギンチュウとそれ以外のマンゴーの生産量 

（単位：t） 

地区名 ゲドン･ギンチュウ ％ アルマニスほか ％ 合 計 

チレボン 7,055 20.0 28,224 80.0 35,279 

インドラマユ 19,842 12.4 140,181 87.6 160,023 

マジャレンカ 14,924 33.0 30,000 67.0 45,224 

クニンガン 1,828 5.0 34,750 95.0 36,578 

ほか     277,104 

合 計     474,777 
（出所：園芸総局果実作物栽培部からの資料） 

 

 ２－１－３ マンゴーの輸出 

インドネシアからの果実類の輸出量（2007年）は、FAOSTATによると、表2-4のとおりマンゴ
ー、マンゴスチン、グァバは、バナナに次いで輸出量の第2位を占める。FAOSTATでは、マンゴ
ー、マンゴスチン、グァバを合計した数値しか確認できないものの、インドネシアの統計であ

る表2-2のマンゴー生産量（2007年：181万8,619t）と併せて考察した場合、多少の誤差はあるも
ののFAOSTATの数値の内訳はほとんどがマンゴーによって占められていると考えられる。生産
量と比較して輸出量が非常に少ないので、輸出を増加させるポテンシャルがあり、前述したよ

うにマンゴーの生産量が年々増加していることから、生産農家の収入増にもつながり、マンゴ

ー輸出促進が農家の所得向上に寄与する可能性があるといえる。 

 

表２－４ インドネシアの主要輸出果実のデータ 

品 目 輸出量（t） 1,000$ 価格/t 生産量（t） 

マンゴー、マンゴスチン、グァバ 1,198 1,004 0.838 1,818,619 

アボカド 42 104 2.476 201,635 

バナナ 2,378 856 0.360 5,454,226 

キウイ 0 0  n.a. 

パイナップル 473 361 0.763 2,237,858 

パパイヤ 37 15 0.405 621,524 
（出所：FAOSTAT） 

 

また、インドネシアからのマンゴーの輸出相手国をFAOSTATにより確認したところ、下図に
示すように、2005年時点のマンゴー、マンゴスチン、グァバの輸出先はサウジアラビア、アラ
ブ首長国連邦などの中東諸国が50％強を占め、シンガポール、台湾、マレーシアなど東南アジ
ア諸国が50％弱である。 
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（出所：FAOSTAT） 

図２－１ インドネシアのマンゴーの輸出相手国 

 

インドネシアにとって、2005年時点では米国や日本、オーストラリアは果実類の市場になっ
ていない。インドネシアのマンゴーが他の東南アジアに比べて品質が低く輸入国の市場要求を

満たしていないことも原因として考えられるが、ミバエ類の消毒技術が確立されていないこと

が、それらの果実類がミバエ類の未発生国への輸出を困難にしている大きな要因と思われる。 

インドネシアのマンゴーの過去3年間（2005年～2007年）の輸出入実績をみると、図2-2のと
おりそれぞれ増加しているものの、輸入の伸び率が輸出の伸び率よりも大きくなっている。国

内外でマンゴーの消費ニーズが高まっているもののインドネシアのマンゴーは輸出においては

海外市場で、国内においては輸入マンゴーと競合している。インドネシア政府は、マンゴーを

含めた果実類の生産性向上と輸出促進とともに、それらの品質向上や安全性確保などによる競

争力強化の戦略を策定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

（出所：園芸総局果実作物栽培部のマンゴー開発プログラムセミナー資料（2009）） 

図２－２ 過去3年間のマンゴー輸出入量 
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インドネシアのマンゴーは、9月～12月がピークシーズンであり、タイやフィリピンなど他の
東南アジアのピークと異なることから、供給体制の観点から輸出市場においても十分競争力を

もつことが見込まれる。 

今次調査において、シンガポールへの輸出を行っている民間のパッキングハウスを訪問して

輸出体制について聞き取りを行った。契約農家から搬入されるゲドン・ギンチュウを園芸総局

が作成した熟度基準によりグレーディングをして、250g以上で熟度が80％～95％のもののみ（入
荷したマンゴーの約60％程度との説明）が箱詰めされて輸出用に出荷され、それ以外のものは
国内市場に回るとのことであった（ゲドン・ギンチュウのグレードはA：200g以上、AA：250g
以上、と設定している）。このパッキングハウスには倉庫がなく、通常夜間に農家からマンゴー

が入荷され、選別・箱詰めがされた後、すぐに飛行機の便に合わせてジャカルタの空港に運ば

れ、シンガポールへ空輸されて、現地の倉庫に保管される。収穫からシンガポールへ到着する

までの行程を24時間以内で済ませることができること、箱詰めされる熟度から食べごろまでは
室温保管で3～4日の追熟期間があるため、パッキングハウスや空港にはマンゴー保管用の倉庫
はないとのことである。 

チレボンを含む西ジャワにおけるマンゴーの流通体制は図2-3に示すとおりであるが、チレボ
ン以外には輸出業者としてのパッキングハウスがないため、ゲドン・ギンチュウの生産規模が

大きいインドラマユから、コレクタ（仲買人）を経由してチレボンのパッキングハウスに持ち

込まれることがあるとの説明があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シンガポールへのマンゴー輸出において要求されているのは、残留農薬の証明のみであり、

農家で使用された農薬のみを園芸総局内の分析所が残留農薬分析を行っているとの説明であっ

た。分析証明書の写しで確認したところ、ガスクロマトグラフによる分析を行っており、その

結果はデルタメトリン0.003ppm、ジフェノコナゾール不検出（検出限界0.078ppm）であった。
分析施設や機材、技術者のレベルを確認したわけではないが、残留農薬の検査については輸入

国の要求に応じた証明書を発行する基本的な能力があるといえる。なお、シンガポール側から

はマンゴーに植物検疫証明書（Phytosanitary Certificate：P/C）の添付要求はないとのことであっ
た。 

 

海外マーケット 

国内マーケット 

契約農家 
チレボン 

インドラマユ 

マジャレンカ 

パッキングハウス
（輸出業者） 

海外市場 
（シンガポールなど） 

コレクタ 

スーパーマーケット 

ローカル市場 

農民組織 コレクタ 

（※インドラマユには、民間のパッキングハウスがなく、チレボ
 ンのパッキングハウスに輸出用のマンゴーが持ち込まれる） 

農民組織 
 

空路 

図２－３ 西ジャワにおけるマンゴーの流通体制 
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 ２－１－４ マンゴーの生産・流通状況 

西ジャワにおいては、チレボン、インドラマユ、マジャレンカが主要なマンゴー生産地であ

るが、現地調査における訪問先のひとつであるチレボンを例としてマンゴーの生産体制を説明

する。 

チレボンでは次表に示すように、2008年において、8,847haの耕地面積でマンゴーを生産して
いるが、その内訳（樹木数）はゲドン・ギンチュウ26.5％、アルマニス26.4％、デルマユ31.0％、
ラインライン15.4％であり、年間4万8,000tの生産をしている。 

 

表２－５ チレボンのマンゴー生産量（2008年） 

No. 品種 樹木数（本） 収穫樹木（本） 生産性（kg/本） 生産量（t） 

1 ゲドン・ギンチュウ 235,116 199,848 38.9 7,774 

2 アルマニス 238,858 224,526 72.5 16,278 

3 デルマユ/センキル 274,224 265,997 65.3 17,369 

4 ラインライン 136,463 128,629 51.2 6,585 

 合 計 884,661 819,000 57.0 48,006 
（出所：園芸総局果実作物栽培部からの資料） 

 

チレボンのマンゴーは、地域のローカル市場やジャカルタ、バンドン、ボゴールのような都

市部のスーパーなどの市場、スマトラ、カリマンタン、スラウェシなどの他の島やシンガポー

ル、中東などの海外市場がターゲットとなっており、特にゲドン・ギンチュウは他の品種と比

べて競争力や魅力があるものとして期待されている。 

チレボンには、地域の農業サービスセンターの農業普及員などが栽培指導を行い、市場ニー

ズにあった高い品質のマンゴーを栽培するために標準作業手順書（SOP）と農業生産工程の管理
手法（GAP）の登録をしている23の農家がある。また、2つの農家所有のパッキングハウスと1
社の民間のパッキングハウスがある。 

インドネシアにおけるマンゴー生産は中小の農家によることが多いため、各地域の農民組織

に対してファーマーフィールドスクール（FFS：農民野外学校）などによって、総合防除プログ
ラムや品質向上技術などの普及をすると同時に地方から中央への情報のフィードバックの仕組

みを構築している。これは日本政府が行った技術協力プロジェクト「作物保護強化計画」のシ

ステムを活用したものである。 
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             （出所：病害虫予察センターからの聞き取り） 

図２－４ インドネシアの作物保護強化システム 

 

チレボンのマンゴー栽培農家から、2008年からオフシーズンマンゴーを栽培しており、年に2
回収穫時期があるとの説明があった。これは本来の収穫時期である9月～12月の直後に施肥・剪
定を行い、翌年に植物成長調整剤を使用して人為的に開花結実を促すことで4月～6月までの収
穫を行うもので、この時期のマンゴーを「オフシーズンマンゴー」と呼んでいることが判明し

た。 

また、果実作物栽培部のセミナー資料にはこのオフシーズンとメインシーズンの間にも中間

のシーズンとしての収穫時期があるとの解説がある。年間の収穫時期を図2-5に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

   （出所：園芸総局果実作物栽培部のマンゴー開発プログラムセミナー資料（2009）） 

図２－５ チレボンにおけるマンゴーの収穫時期 

 

オフシーズンマンゴーの生産は導入中の技術であり、現時点で年間生産量全体の10％にすぎ
ず、輸出に振り分けるほどの生産量に達していないと勘案されたため、本プロジェクトでは、

マンゴーの輸出実績があるメインシーズンに照準を合わせることになるが、将来的にオフシー

ズンマンゴーの生産量の増大によりその商品の輸出の可能性もあることから、今後の生産・輸

出動向に留意する必要がある。図2-6は、ゲドン・ギンチュウの国内市場での輸出品質マンゴー
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の販売価格であるが、8月から11月までが低価格であることから、試験用マンゴーの調達におい
ても考慮する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（出所：園芸総局果実作物栽培部のマンゴー開発プログラムセミナー資料（2009）） 

図２－６ ゲドン・ギンチュウの国内市場での販売価格 

 

インドネシアにおいてマンゴーに使用が許可されている化学物質（除草剤、殺虫剤、殺菌剤

など）について確認し、2008年時点での一覧表を入手した。現地でのマンゴーの生産は、水田
においても行われていることから、稲に許可される農薬のリストも併せて入手した。 

 

 

表２－６ マンゴーに使用が許可されている化学物質リスト（2008年） 

No. 商品名 活性成分 ターゲット 施用期間 

1 ペトロゲノール メチルオイゲノール 800g/l ミバエ類 連続してトラップ 

2 プリマ 80SL プロテイン 8％ ミバエ類 果実の熟成まで 

3 フィタノン 440EW マラチオン 440g/l ミバエ類 トラップ（殺虫剤）

4 
アクタラ 25WG チアメトキサン 25％ Rastrocossus sp, Cicada, 

Procontariana 

葉への散布 

5 
メダリィ 20WG メチルメツルスルフロン 20％ Broad leave weeds, 

narrow leaves 

成長の前後 

6 カルター 250SC パクロブトラゾール 250g/l 花卉果実成長調整剤  

7 ゴールドスター 250EL パクロブトラゾール 250g/l 花卉果実成長調整剤  

8 パトロール 250WG メチルメツルスルフロン 20％ 花卉果実成長調整剤  

（出所：園芸総局からの回答） 

 

２－２ ミバエ類等の発生状況 

 ２－２－１ ミバエ類の概要 

ミバエ科は500属4,000種以上が含まれ、主に植物組織内に産卵し、ふ化した幼虫は周囲の組織
を摂食する生態を呈する。寄主植物及び寄生部位は種によってさまざまであり、約35％の種の
みが果実に寄生するといわれているが、果実へ寄生する種はしばしば農業生産上の問題となる
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ため、“果実に寄生するハエ”の意であるミバエ（実蠅）の名があり、英名もFruit Flyとなってい
る。世界的にはアフリカ～地中海沿岸を分布の中心とするCeratitis属、中南米を中心に分布する
Anastrepha属、北米及びヨーロッパに分布するRhagoletis属、東南アジア及びオーストラリアの
Bactrocera及びDacus属に害虫が多く、重要視されている。なかでもチチュウカイミバエ（Ceratitis 
capitata）やミカンコミバエ種群（Bactrocera dorsalisとその近縁種）の一部などは寄主植物の種
類が非常に多く、本来の発生国だけでなく侵入した多くの地域でも甚大な農産物被害を及ぼし

た事例も多いため、各国で警戒されている。なお、インドネシアはBactrocera属及びDacus属の
種の多様性が高いことから、これらの地理的分布の中心とされている。 

農業生産に与えるミバエの害は、果実内部を幼虫が食い荒らすため、発育不良や腐敗により

商品価値を失い、ひどい場合には収穫が皆無となるといった直接的な被害のほか、多くの国で

ミバエ類の侵入を警戒し寄主植物（果実）の移動を制限しているために、ミバエ発生国から自

由に果物を輸出できず、農業生産のポテンシャルを十分に発揮できないという間接的な損失が

ある。 

 

 ２－２－２ インドネシアのマンゴーに寄生するミバエ等病害虫 

インドネシアに分布するミバエ類を中心とする病害虫を把握しておくことは、試験の対象種

を決定するうえで、また、プロジェクトを開始するうえでも非常に重要である。マンゴーのペ

ストリストについては、本来インドネシア側から精度の高いリストが提出されるべきであるが、

2008年12月にドラフトとして提出されたリストには、ミバエ類が3種しか含まれておらず、後日、
第1次調査時に入手した資料とは整合性がとれない内容となっていた。その後再三にわたりイン
ドネシア国内に発生しているミバエについての情報提供を依頼していたが、今次調査までに精

度の高い情報は得られなかった。 

今次調査では、インドネシア側から提供された情報及び文献、データベースから Pest list on 
mango in Indonesia（インドネシアでマンゴーを加害する病害虫リスト）及びFruit fly list in 
Indonesia（インドネシアに発生しているミバエリスト）をあらかじめ作成し、これらをベースに
正式に提出してもらうためのリスト（案）を作成すべく協議を行うこととした。 

また、今次調査中ACIARとインドネシアの共同プロジェクト「Managing Pest Fruit Flies to 
Enhance Quarantine Services and Upgrade Fruit and Vegetable Production in Indonesia」の活動と
して開催されたミバエ同定に関するワークショップの資料が提出された。これにより2005年か
ら3年間にわたりインドネシアのほぼ全域にわたる32州で実施されたトラップ調査及び果実調
査の結果、同定されたミバエ63種の種名、分布、経済的重要性の情報を入手することができた
（プロジェクト途中のデータであり、今後新たなミバエ種が追加される可能性がある）。 

これらの情報も加味し、インドネシアに分布しマンゴーを加害する可能性のある14種のミバ
エを中心に協議を行い、最終的にDraft Pest List on Mango in Indonesia及びDraft Fruit Fly List in 
Indonesiaとして付属資料1.のとおりM/Mに添付した。インドネシア側で内容を精査し、後日、
正式に提出してもらうこととした。 

Draft Pest List on Mango in Indonesia には結果的に187種の病害虫が、Draft Fruit Fly List in 
Indonesia には99種のミバエがリストアップされた。全リストのうちミバエ以外では以下の害虫
が果実に食入する害虫として挙げられる。 

① Deanolis albizonalis（Red banded mango caterpillar）メイガ科  
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② Sternochetus frigidus（Mango fruit weevil）ゾウムシ科 
③ Sternochetus mangiferae（Mango seed weevil）ゾウムシ科 
チレボンやインドラマユの農園で聞き取った話では、①の寄生果実は果皮が変色することか

ら外観で分かる。また、②あるいは③については、外観からは区別できないが、ゲドン・ギン

チュウは（酸味が強いため）寄生されにくいとのことであった。その他、葉に寄生するものと

して、コナカイガラムシ科、タマバエ科の被害を確認するとともに、ハゴロモ科、すす病など

が発生していること、枝に食入するコウチュウ類の発生も聞き取った。 

 

２－３ 植物検疫体制 

 ２－３－１ 植物検疫関連組織 

インドネシアの植物保護には、農業省の作物総局、園芸総局、エステート作物総局、農業検

疫庁が関連し、それぞれの総局の下に国家植物防疫機関（National Plant Protection Organization：
NPPO）としての機能を有する植物保護の部門がある。植物検疫センターがフォーカルポイント
であり、国際的な窓口となっている。NPPOの組織を下図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

           （出所：植物検疫センターからの回答） 

図２－７ インドネシアのNPPO組織 

 

プロジェクトの実施機関としての園芸総局、農業検疫庁、またプロジェクト・サイトとして

の病害虫予察センター（PFI）、カウンターパート（C/P）を派遣するバンドン検疫所のそれぞれ
の責務と機能を以下にまとめる。 

 

農業省

農業検疫庁（AAQ)

作物総局（DGFC)

園芸総局（DGH)

エステート作物総局
（DGEC)

食料作物保護部
(DFCP)

園芸作物保護部
(DHCP)

エステート作物保護部
(DECP)

植物検疫センター
（CPQ)

フォーカルポイント
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表２－７ 関係機関の責務と機能 

 
園芸総局 

（園芸作物保護部） 

農業検疫庁 

(植物検疫センター) 
病害虫予察センター バンドン検疫所 

責 務 園芸分野の技術政策や

生産基準などの策定と

施行 

動植物検疫及び食品安

全管理 

（施設管理権限は作物

総局だが、技術的には

園芸総局と作物総局が

管理） 

（中央政府の農業検疫

庁の地方出先機関） 

プロジェク

トに関連す

る機能 

・ペストリストのため

の病害虫調査（保存

と収集を含む） 

・総合防除（IPM）のガ

イドライン作成と管

理 

・病害虫監視のガイド

ライン作成 

・残留農薬の監視 

・植物検疫政策の策定 

・植物検疫の技術及び

基準の策定 

・ペスト・リスク・ア

ナリシスの実施 

 

・ミバエ類の飼育 

・ミバエ類の同定 

・病害虫の監視、予察、

管理技術の研究開発 

バンドン及び西ジャワ

の周辺地域における検

疫業務の実施 

（病害虫の定期監視や

植物検疫証明発行を含

む） 

 

（出所：園芸総局、農業検疫庁、病害虫予察センター資料から調査団作成） 

 

 ２－３－２ プロジェクトにおける各機関の役割 

園芸総局（Directorate General of Horticulture：DGH）の園芸作物保護部（Directorate of Horticulture 
Crop Protection：DHCP）が植物保護の観点で病害虫の監視に基づく生産ガイドラインの策定を
行っている。それに基づいてミバエ類の飼育や同定を行い、実際の病害虫監視の研究開発や地

方職員への指導を行っているのが病害虫予察センター（Pest Forecasting Institute：PFI）である。
また、農業検疫庁（Agency for Agricultural Quarantine：AAQ）の植物検疫センター及びバンド
ン検疫所は、植物検疫の観点から、流通段階における病害虫のモニタリングや通常の港湾など

での検疫業務を行っている。本プロジェクトでは、園芸総局と農業検疫庁の連携の下で、ミバ

エ類の累代飼育とマンゴー蒸熱処理の消毒試験をPFIで行うこととなる。その試験結果に基づい
て、植物検疫センターが消毒基準を策定し、将来のマンゴー輸出にあたっては検疫所が植物検

疫業務を担当することになる（将来、蒸熱処理機がバンドン検疫所の管理地域に設置されるか、

ジャカルタに設置されるかは現在のところ不明である）。 

プロジェクトに関係するそれぞれの機関の組織は以下のとおり。 

 

（1）園芸総局と園芸作物保護部 
園芸総局は、園芸セクターにおける技術政策やガイドラインなどの基準を策定・施行す

る機関であり、その施設はジャカルタの農業省の本庁舎から少し離れたパサルミングにあ

る。官房、種子及び生産供給/施設、果実作物栽培、野菜及び薬用作物、観葉植物、園芸作

物保護に関する部門を有し、本プロジェクトと関係するのは、プロジェクトの全体調整を

行う官房とプロジェクト実施の中心となる園芸作物保護部である。 

前述したように、園芸総局の園芸作物保護部は、NPPOの構成要員であり、病害虫の監視
（保存や収集を含む）、総合防除（IPM）の実施のためのガイドライン策定と管理、病害虫
監視のガイドライン作成、残留農薬監視の4つの機能がある。 
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                                                               （出所：園芸総局からの回答） 

図２－８ 園芸総局の組織図 

 

なお、本プロジェクト実施のためのインドネシア側の予算計画は表2-8のとおりである。 
 

 

表２－８ インドネシア側の予算計画（概算） 

（単位：1,000 Rp） 

負担機関 
費  目 1年度 2年度 3年度 

DGH AAG PFI 

C/P人件費 468,000 468,000 468,000 ○ ○ ○ 

電気代 132,000 132,000 132,000 ○   

水道維持管理費 6,000 6,000 6,000 ○   

通信費 60,000 60,000 60,000 ○   

旅費（宿泊費と交通費を含む）    ○ ○ ○ 

施設清掃費 50,000 50,000 50,000 ○   

電気引き込み工事費 200,000 0 0 ○   

発電機用燃料費（作動確認含む） 60,000 60,000 60,000 ○   

マンゴー購入費（輸送費含む） 21,500 30,000 25,000 ○   

ミバエ類飼育用エサ代 5,000 5,000 5,000 ○   

ミバエ類飼育用備品代  5,000 5,000 ○   

（出所：園芸総局からの聞き取り） 

 

（2）農業検疫庁と植物検疫センター 
農業検疫庁は、動物検疫、植物検疫と食品安全管理の3分野についての検疫業務を行う機

関であり、農業省の本庁舎内に事務所がある。そのなかで、植物検疫センターは植物検疫

の政策や技術、基準などの策定を行っている。  

園芸総局

園芸総局
官房

種子及び生産
供給・施設部

果実作物栽培部
野菜及び

薬用作物栽培部
観葉作物栽培部

園芸作物
保護部
(61名）

果実作物保護課
(8名)

野菜作物保護課
(7名)

観葉作物及び
薬用作物保護課

(7名)

監視、分析
報告課
(8名)

管理課
(31名)

害虫セクション
病気及び雑草

セクション
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植物検疫センターには、輸入検疫、輸出及び島間移動検疫、及び植物検疫技術の基準策

定に係る部門があり、本プロジェクトとの関連では、輸出検疫と植物検疫の基準策定の課

が関係する。 

農業検疫庁には全国で52の検疫所があり、中央政府の直轄の下でそれぞれの地区で検疫
分野の業務を実施する際の地方政府との調整を行っている。バンドン検疫所は、西ジャワ

におけるバンドン及び周辺地区の検疫業務に責任をもっている。 

農業検疫庁の組織図及びインドネシアにおける植物検疫の機能と組織を次の図表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所：農業検疫庁からの回答） 

図２－９ 農業検疫庁の組織図 

 

表２－９ 植物検疫の機能と責任機関 

植物検疫の機能 責任機関 

ペスト・リスク・アナリシス 植物検疫センター 

国家基準の開発 植物検疫センター 

国際通知 農業検疫庁 

輸入許可 作物総局、エステート作物総局、園芸総局、畜産総局 

輸入検査 植物検疫センター（各検疫所） 

輸入 

緊急対応 植物検疫センター 

植物検疫証明 植物検疫センター（各検疫所） 輸出 

農産物の検疫処理 植物検疫センター、植物保護、登録民間機関 

（出所：植物検疫センターからの回答） 

 

 

農業検疫庁

農業検疫庁
官房

動物検疫センター 植物検疫センター

輸入植物検疫課
輸出及び島間移動の

植物検疫課
植物検疫の技術と方法課

情報及び
バイオセキュリティ

センター

輸入種子
及びその他

輸入植物
輸出及び島間移動
の種子及びその他

輸出及び島間移動
の植物

技術と方法の策定 評価及び報告

バンドン検疫所 （30名）
全国に52箇所の
検疫所の一つ

バンドン検疫所（30名）
全国に52カ所の 
検疫所のひとつ 
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表２－10 植物検疫に係る組織 

組   織 2006年 2009年 

植物検疫の検査員数 356 400名以上 

ペスト・リスク・アナリシスができる人数  17  50名以上 

検疫所数  43 52 

エントリーポイント（空港、港など）   7  7 

隔離検疫施設   5  5 

植物検疫診断ラボ   5  5 

昆虫などのラボ数  45 52 
（出所：PFIからの回答） 

 

（3）病害虫予察センター（PFI） 
PFIは、ジャカルタから東に約80km離れたカラワン県のジャティサリにあるが、1986年か

らの無償資金協力「稲害虫発生予察防除計画」により稲の病害虫の発生予察と防除に関す

るネットワーク確立をめざして建設され、現在は、病害虫の予察技術及び食料作物・園芸

作物の植物保護の実施と開発を行う機関として存続している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：園芸総局からの回答及び聞き取り） 

図２－10 病害虫予察センターの組織図 

 

PFIは、発生予察についての研究開発とその地方政府職員への教育研修を主たる業務とし
ているが、地方政府などへの施設提供なども行っており、2008年度のサービス実績は表2-11
のとおり。 

農業省病害虫予察
センター　(PFI)

（ジャティサリ）(80名）

総務部

プログラム・評価部 予察サービス部

人事管理課

プログラム課 監視・評価課 技術サービス課 情報・資料課

作業グループ
(技術スタッフ)

(17名)

経理課 保全課
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表２－11 PFIの公共サービス（2008年） 
No. 活 動 テーマ 受講者 受講者 

人数 期間 

1 フィールドラボ職員のための実践研修 病害虫のデータ管理 ジャカルタ農業サービス事務所 4 1日 

2 作物保護センター（CPC）のた
めの実践研修 病害虫と生物防除剤 パプア州 6 12日 

3 大学生のための実践研修 PFIの技術活動 ステルマン大学（プルワカルタ） 1 1カ月 

4 農業サービス事務所のための実践研修 有機農業 タンジュンジャグン地区 37 8日 

5 農業サービス事務所のための実践研修 適正技術 タンジュンジャグン地区 35 8日 

6 大学生のための研究 ミバエ類のライフサイクルアセ
スメント 

バンシャシュラン大学、バンド
ン 1 3カ月 

7 大学生のための研究 ミバエ類の殺虫と成長における
温度の影響 

バンシャシュラン大学、バンド
ン 1 3カ月 

8 ラボ事務所への訪問 生物防除剤のコンサルテーショ
ン インドラマユラボ 2 1日 

9 作物保護センター（CPC）への
訪問 

大量飼育と生物防除剤のコンサ
ルテーション ジャカルタ作物保護センター 2 1日 

10 ラボ事務所への訪問 大量飼育と生物防除剤のコンサ
ルテーション スバンラボ事務所 3 1日 

11 農業研修所への訪問 コリノバクテリアとトリコデルマの
コンサルテーション 

チアンジュール農業普及センタ
ー 30 1日 

12 農民グループへの訪問 作物保護のコンサルテーション コタバル農民グループ 20 1日 

13 農業事務所への訪問 コリノバクテリアと生物防除剤
のコンサルテーション 西ジャワ農業サービス事務所 25 1日 

14 レーダー（ライオン）の公開 自動環境システム 技術開発研究所（ジャカルタ） 5 1日 

15 農業事務所のコンサルテーション 
Bactelia leaf blight （BLB）のコ
ンサルテーション 農民グループ 3 1日 

16 農民のコンサルテーション 病害虫と防除のコンサルテーシ
ョン 農民グループ（ジャテシラガス） 1 1日 

17 フィールド視察 生物農薬による病害虫制御 西ジャワ農業サービス事務所 50 1日 

18 フィールド視察 大量飼育と生物防除剤 南カリマンタン農業サービス事
務所 7 1日 

19 フィールド訪問 病害虫と天敵 チレボンのペストオブザーバー 2 1日 

20 フィールド訪問 PFIのプロフィールと活動 バジジャン大学学生 40 1日 

21 トレーニング レーダー（ハリマオ） PFI事務所 15 1日 

22 農業事務所のフィールド訪問 コリノバクテリアとトリコデル
マの大量生産 

農業普及研究所（チアンジュー
ル） 25 1日 

23 視察 病害虫生物防除剤の紹介 農業サービス事務所 15 1日 

24 フィールド訪問 トリコデルマの大量生産 タンジュンラボと農民グループ 14 1日 

25 フィールド訪問 PFIのプロフィールと活動 ジャビ大学の学生 44 1日 

26 生物防除剤のための実践研修 コリノバクテリアとトリコデル
マの大量生産 西カリマンタンの防除事務所 10 3日 

27 フィールド訪問 大量飼育と生物防除剤のコンサ
ルテーション 西カリマンタンの農民 7 1日 

28 農業事務所の能力向上のための研修 
病害虫の監視、予察、防除の技
術 30州のペストオブザーバー 30 8日 

29 ペストオブザーバーの訪問 病害虫防除のための技術ガイド
ラインの告知 ラウ州のペストオブザーバー 25 6日 

30 ペストオブザーバーの訪問 生物防除と予察のための大量飼
育 ペストオブザーバー 15 1日 

31 フィールド訪問 PFIのプロフィールと活動 ボゴール農業普及大学の生徒 88 1日 

32 ペストオブザーバーの実践研修 生物防除と予察 パプア州のペストオブザーバー 4 5日 

33 技術会議 農業事務所との連携 カラワン農業サービス事務所 30 1日 

 合 計   597  

（出所：PFIからの資料） 

 

PFIは、まだマンゴーの蒸熱処理による消毒試験を実施した経験がないが、ミバエ類によ
る農薬使用の評価、大学生への研究用、地方の農業サービスセンター職員への研修などを

目的として、ミバエ飼育施設でミバエ類の大量飼育を行ってきた実績がある。また、PFIに
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おいては、オーストラリアが実施しているプロジェクトにより、ミバエ類の飼育や同定の

研修を多くのスタッフが受講している。PFIからは6名がプロジェクト・マネジメント・ユ
ニットに配属される（プロジェクト・マネジメント・ユニットについては付属資料1.のAnnex 
Vを参照）。1名は管理担当であるが、他の5名は作業グループの技術スタッフであり、農業
関係の大学や高校を卒業後、技術協力プロジェクト「作物保護強化計画」（1980～1987年）
のときから害虫飼育についての指導を受けたスタッフもおり、更にセミナーやワークショ

ップの受講によりミバエの同定や飼育についての知識をもっていることから、本プロジェ

クトでミバエ類の大量飼育の能力を十分に備えているといえる。 

プロジェクトの実施にあたり、PFIの勤務時間が7:30～16:30で土・日曜日が休日である
こと、職員によっては金曜日の11:00以降にイスラム教の礼拝があることなどを現地側と協
議する必要がある。 

 

 ２－３－３ インドネシア国内のミバエ研究 

インドネシア国内では、ミバエ管理のワーキンググループがあり、園芸総局が事務局となり、

ガジャマダ大学、アイソトープ・放射線技術応用センター（BATAN）など、ミバエ研究を行っ
ている機関が参加している。また、ACIARとの連携・協力も行われている。 
今次調査ではBATANを訪問し、ミバエの研究に30年以上携わっている研究者 Prof. Achmad 

Nasroh Kuswadiと意見交換を行った。同機関では、不妊虫を用いたミバエ防除、放射線照射を
用いた果実に寄生したミバエの殺虫の研究が行われており、ACIARとの共同研究も行っている
とのことであった。飼育室では、大型のミバエケージが10個設置（1ケージ当たり2リットルの
蛹をセットしている）されており、試験に必要なミバエを得るために採卵器、小麦フスマ人工

飼料を用い、B. carambolae（正確な同定は行われていない模様）が大量飼育されていた。飼育
室は温度、湿度、日長を完全に制御できる施設ではないが、エアコンでおよそ27～28℃程度に
管理し、日長も明期12時間程度に管理しているとのことであった。このためミバエ各ステージ
の発育期間をおよそ把握しており、計画的に累代飼育されていた。また、液体人工飼料をしみ

こませたスポンジ様シートでミバエ幼虫を飼育する研究なども行われ、ミバエ飼育技術ではか

なりのレベルにあり、プロジェクト実施期間中も有益な情報交換ができるものと考えられる。

このほかにも、インドラマユのフィールドラボにおいてもB. carambolaeを飼育しているとの情
報を得た。 

ワーキンググループ、ミバエ飼育状況及び後述するインドネシア科学院（LIPI）やACIARによ
る支援も含め、インドネシアでは各分野で多くの知識をもつスタッフも多く、ミバエ研究に関

しては十分といってもよい状況ではあるが、それぞれの組織・人材間の情報交換や交流が十分

行われていない印象を受けた。 

 

 ２－３－４ PFIにおけるミバエ飼育状況 
PFIによると、PFIで飼育され同定されているミバエは4種で、表2-12のとおりであるが、その

他、野外から導入され未同定のミバエが飼育されているケージも10ケージ以上見られた。滞在
中ミバエの飼育状況が分かるように、あらかじめ各ステージが確認できるよう依頼しており、

採卵状況、人工飼料の調整法、老熟幼虫の回収方法などの飼育状況を確認した。 

飼育環境については、第1次調査報告のとおり、飼育室では温湿度や光量の調整がされておら
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ず、今回の派遣前には室温が34℃に達するなどしたため、成虫ケージのみをエアコンの設置さ
れている標本等保管室に移されてはいたが、基本的に第1次調査時と飼育環境が変わっておらず、
温度、湿度、日長などの調整ができず、厳密な温湿度管理はできていなかった（表2-13参照）。
また、飼育に必要な機材も全般的に不足しており、卵計量用のメスシリンダーや面相筆、ピン

セット、ゴース（オーガンジー布）、ピペットなどミバエのコンタミを防止するために複数ある

べき器具も十分な数量はなかった。 

 

表２－12 PFIで飼育されているミバエ種 

飼育ミバエ種 
ケージ

記号 

導入時の 

寄主植物 
頭数 飼育期間 備考 

D1 200 2008年～ 

D2 100  

D3 600  

D4 50  

B. cucurbitae 

D5 

ニガウリ 

25  

E1 100 2008年～ 

E2 110  B. cucurbitae 

E3 

キュウリ 

40  

B. cucurbitae F1 スイカ 100 2008年～ 

G1 30 2008年～ 
B. cucurbitae 

G2 
トカドヘチマ 

20  

D2～D5はいずれも、
ニガウリから採取さ

れたD1のコロニーか
ら取り出した数個体

を元に増殖された。 

以下、キュウリ、トガ

ドヘチマも同様。 

B1 100 10世代以上経過 

B2 15 2009年１月～ 

B3 15 2009年１月～ 

B4 150 2009年１月～ 

B. papayae 

B6 

マンゴー 

150 2009年～ 

B2～B6は、いずれも
B1ケージから取り出
した♂♀１ペアを元に

増殖したもの。 

A1 60 10世代以上経過 

A2 60 2008年10月～ 

A3 80 2008年10月～ 

B. carambolae 
（ 後 日 、 B. 
papayae と 判

明） A4 

マンゴー 

300 2008年10月～ 

A2～A4は、いずれも
A1ケージから取り出
した数個体を元に増

殖したもの。 

B. albistrigata C2 フトモモ 30 10世代以上経過 
C2は、C1ケージから取
り出した数個体を元

に増殖したもの。 
（出所：PFIでの聞き取り及び調査） 
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表２－13 PFIにおけるミバエの飼育状況 

飼育環境 温度、湿度、日長制御できず。 

採卵器の使用 ウリミバエ以外の3種は可能（ウリミバエも卵巣は発育）。 

幼虫飼育容器 シャーレあるいは、小型のプラスチック容器にニンジン培地を入れて使用。 

卵接種密度 正確に定量せず、摂取。定量できるだけの採卵ができていない。 

幼虫飼育 発育にばらつきのある印象。 

幼虫飛出・蛹化 乾熱消毒したノコクズを使用。 

蛹のふるい分け 10メッシュのふるい使用、ふるう時期妥当。 

発育速度の把握 温度管理ができておらず、経験的に大まかに把握。 
（出所：PFIでの聞き取り及び調査） 

 

前述のBATANでは人工飼育に小麦ふすまを主体とする幼虫飼料を使用していたが、PFIでは、
表2-14のとおり、オーストラリアから無償で提供を受けた乾燥ニンジンを用いたニンジン飼料
を使用していた。小麦ふすま飼料などについては予算事情から原料確保が難しいようであった。

これは成虫飼料についても同様であり、譲渡されたものを中心に人工飼育を行わざるを得ない

状況であるようだった。今次調査では、インドネシア産の小麦ふすま及び乾燥酵母等を準備す

ることができたため、調査終了後も引き続きPFIにてC/Pによる簡単な比較試験を行っているほ
か、今後もいくつかの試験が行えるはずである。また、BATAN等とコンタクトをとるように助
言し、プロジェクト開始までに飼育状況の改善が図られるものと期待する。このように、小麦

ふすま飼料や成虫用飼料の原料の入手はインドネシア国内で手配できる可能性が高い。 

 

表２－14 PFIで使用されているニンジン培地の組成 

乾燥ニンジン 300g 

ナトリウムベンゾエイト 10g 

Torula yeast 100g 

水 1リットル 
（出所：PFIでの聞き取り及び調査） 

 

２－４  各国ドナーの支援状況 

 ２－４－１ ACIARによる支援 
今次調査ではJICA事務所にてACIAR関係者と面談し、意見交換を行った。 
ACIARとインドネシアの共同プロジェクト「Managing Pest Fruit Flies to Enhance Quarantine 

Services and Upgrade Fruit and Vegetable Production in Indonesia」が2004年から開始（同年に発
生した津波被害のため実質的には2005年6月から）、実施されている。当該プロジェクトは以下
の内容を目的として行われてきた。 

① ミバエに関し、インドネシアの植物検疫をWTO-衛生と植物検疫のための措置（SPS）協
定の要求に適合させる（ミバエのトラップネットワークの確立、生果実調査の実施、ミ

バエの同定、スタッフのミバエ防除に関する研修、データベースの構築）。 

② プロテインベイトを含むミバエ管理で農作物の減収を抑える。 
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③ 将来、ミバエの調査、害虫管理を独自に実行できるようインドネシア側スタッフの能力

を向上させる。 

本調査は2009年12月に終了予定であり、報告書が作成され、そのなかにはインドネシアに分
布するミバエの調査結果が含まれると思われることから、報告書の内容をJICA側にも通知して
もらうよう面談時に依頼した。また、インドネシアに発生するミバエに関しての照会事項につ

いては、ミバエ類の研究の世界的権威であるDr.Drewが回答する適任者であるとのことから、同
博士から回答をもらえるようACIARに依頼した。 
また、ACIARはインドネシアにおいて引き続きマンゴーとマンゴスチンに関するプロジェク

ト「Management of Fruit Quality and Pest Infestation on Mango and Management to Meet Technical 
Market Access Requirements」を開始する予定である。本プロジェクトでは野外での調査・実験
を主な活動としているが、活動のひとつとして、果実温湯浸漬を利用したミバエ殺虫の試験も

行われることが明らかになった。供試虫の確保などについての詳細は決まっていないようであ

り、殺虫試験にどの程度のウエートを置くのか不明であるが、PFIで何らかの活動が行われ、PFI
スタッフがACIARプロジェクトに参画する場合は、当方のプロジェクトとマンパワーの取り合
いにならないよう調整する必要が出てくる可能性がある。 
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第３章 プロジェクトの基本計画 
 

３－１ 基本計画 

 ３－１－１  案件名 

マンゴーにおけるミバエ類検疫技術向上計画 

Project for Standardization and Quality Control for Horticulture Products of Indonesia （Improvement 
of Thermal Treatment against Fruit Flies on Fresh Mango） 

 

 ３－１－２ 対象マンゴー 

ゲドン・ギンチュウ（Gedong Gincu） 
 

 ３－１－３ 対象ミバエ 

第2章に記述した99種のミバエリストからマンゴーに寄生する（あるいは寄生する可能性のあ
る）14種の分布、またマンゴーへの寄生状況についてインドネシア側に質問表を渡し、表3-1の
とおり回答を得た。同様にACIARにも14種のインドネシア国内の分布地域、マンゴーの加害デ
ータについて照会した。 

これら14種を中心にインドネシア側と協議し、「Pest List of Mango in Indonesia」に載せるミ
バエ種を選定した。また、農業検疫庁が国内検疫の一環として実施している果実調査データに

おいて、数種類のミバエがマンゴー果実から発見されていることが判明したことから、これら

の種もマンゴーの害虫としてリストに載せることとした。その結果、同リストには13種がノミ
ネートされたが、農業検疫庁のデータ（表3-1中の●）については、同定が間違っている可能性、

あるいはトラップ調査の結果が混じっている可能性もあるとのことで、インドネシア側で標本

の再確認（再同定）を行うこととなった。 

PRAの際には、表3-1の18種を中心として、対象種の選定がなされるものと考えられる。これ
らのうち、B. carambolae、B. papayaeはともにミカンコミバエ種群のなかの経済的有害種であ
り、ウリミバエ（B. cucurbitae）とともに日本が植物防疫法において輸入を禁止している。また、
ジャワ島には分布しないB. occipitalis、B. philippinensis（Dr.Drewの私信ではB. papayaeのシノ
ニムとされている）も同じくミカンコミバエ種群の経済的有害種である。更には農業検疫庁の

調査結果からマンゴーペストとしてリストに掲載されたB. dorsalis、B. caudata、B. fuscitibia、
B. melastomatos、B. umbrossaは、インドネシア側で調査結果の再確認を行っているが、B. dorsalis
はミカンコミバエ種群の経済的有害種である。その他、B. albistrigata、B. tauなども諸外国で
は侵入を警戒している有害種である。 

また、Draft Pest List of Mango in Indonesiaには掲載されていないミバエ種についてもマンゴ
ーへの加害性などによっては対象種になることも考えられる。 

PRAの結果、試験対象ミバエ種が多い場合にはジャワ島で生産されたマンゴーだけを試験対象
とし、輸出の対象地域をジャワ島に限定すると仮定した場合、18種中8種がジャワ島に分布して
おらず、試験対象ミバエ種から外すことが可能となる。 
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表３－１ 対象ミバエの候補種 

1：14 species picked up in advance 2：Scientific Name 

3：Comment by the Indonesian side 4：Distribution 

5：Host Record on Mango by AAQ research 6：Remarks 

  Fruit Flies listed on the Draft Pest List of Mango in Indonesia 

  Java is included in distribution area 

 

1 2 3 4 5 6 

○ Bactrocera albistrigata pest of Mango widespread    

○ Bactrocera bryoniae not pest 
North Maluku, 
Kalimantan and Papua  

 A2 list pest 

○ Bactrocera carambolae pest of Mango widespread    

○ Bactrocera cucurbitae 
not pest of 
mango 

widespread ● 
under reconfirmation 
by Indonesian side 

○ Bactrocera dorsalis 
not found in 
ACIAR Survey

Sumatra? ● 
under reconfirmation 
by Indonesian side 

○ Bactrocera frauenfeldi not pest Maluku and West Papua    

○ Bactrocera neohumeralis 
not found in 
ACIAR Survey

Papua  A2 list pest 

○ Bactrocera occipitalis 
occur only in 
Kalimantan 

Kalimantan    

○ Bactrocera papayae pest of mango widespread  

B. philipinensis is 
synonym of B. 
papayae by Dr.Drew 
（unpublished） 

○ Bactrocera philippinensis 
waiting for 
confirmation 
from Dr. Drew

Kalimantan  see B. papayae 

○ Bactrocera tau 
not pest of 
mango 

widespread    

○ Bactrocera neocognata not pest 
Java, Kalimantan, 
Lombok, Moluccas 

   

○ Bactrocera floresiae not pest 
Java, Sulawesi, Flores, 
Sumbawa 

   

○ Bctrocera caryeae 
not found in 
ACIAR Survey

   
eliminated from 
revised A2 list 

 Bactrocera caudata   widespread ● 
Host：mainly 
Cucurbitaceae 
under reconfirmation 
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by Indonesian side 

 Bactrocera fuscitibia   
Kalimantan, Bali, 
Sulawessi, Sumatra 

● 
under reconfirmation 
by Indonesian side 

 Bactrocera melastomatos   widespread ● 
under reconfirmation 
by Indonesian side 

 Bactrocera umbrossa   widespread ● 

Host：mainly 
Artocarpus spp. 
（Jackfruit） 
under reconfirmation 
by Indonesian side 

（出所：調査団による作成） 

 

 ３－１－４  案件の枠組み 

（1）上位目標 
他の熱帯性果実について、ミバエ類に対する蒸熱処理による消毒技術が確立される。 

 

（2）プロジェクト目標 
マンゴー生果実（ゲドン・ギンチュウ）について、ミバエ類に対する蒸熱処理による消

毒技術が確立される。 

 

（3）成 果 
〔成果1〕供試ミバエ類の実験室における累代飼育に関するカウンターパートの能力が向上

する。 

〔成果2〕供試ミバエ類の蒸熱処理による消毒方法に関するカウンターパートの能力が向上
する。 

〔成果3〕試験データ及び分析結果を蓄積するためのデータシステムが構築される。 
 

（4）活 動 
1-1：実験室において、異種ミバエの混入を防ぐため定期的に供試ミバエ類の種を同定する。 
1-2：実験室において、一定の温度、湿度及び光周期で飼育環境を管理する。 
1-3：対象ミバエ種の成長ステージを明確にする。 
1-4：採卵、幼虫・成虫飼育を含むミバエ類のすべての成長ステージにおける飼育方法を改

善する。 

2-1：ミバエ類による再寄生を防ぐために、実験室において寄生した果実と処理をした果実
の保管条件を確立する。 

2-2：適切な時期に適切な量と質の供試果実を確保する方法を確立する。 
2-3：実験室において、供試果実の一定温度での保管環境を確立する。 
2-4：温湯浸漬試験によりすべての対象ミバエ種のなかで最耐性ステージを決定する（熱感

受性比較試験）。 

2-5：殺虫試験のための寄生供試果実の作製方法を確立する。  
2-6：供試果実への温度センサーの挿入方法を確立する。 
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2-7：蒸熱処理機内でのセンサー果実の配置を決定する。 
2-8：蒸熱処理によるすべての対象ミバエ種のなかでの最耐性ステージを決定する（熱感受

性比較試験）。 

2-9：蒸熱処理による最耐性種の完全殺虫のための条件を決定する小規模殺虫試験を実施す
る。 

2-10：蒸熱処理による熱障害の症状と原因を確認し、その熱障害を回避する対策を検討す
る（小規模熱障害試験）。 

2-11：蒸熱処理による熱障害を回避するための熱障害試験を実施する（大規模熱障害試験）。 
2-12：蒸熱処理による最耐性種の完全殺虫のための条件を証明するための大規模殺虫試験

を実施する。 

3-1：継続的に試験データを記録する。 
3-2：試験データを分析する。 
3-3：マンゴーの輸出が想定される国に提出するための報告書としてデータを取りまとめる。 

 

 ３－１－５ 両国の投入 

（1）日本側投入 
1）専門家派遣 
・長期専門家（業務調整/データ管理、1名） 
・短期専門家（ミバエ飼育、蒸熱処理消毒試験、果実障害試験等） 

2）本邦研修 
・研修員受入れ 1～3名/年（幹部の視察研修を含む） 

3）供与機材 
試験用蒸熱処理機、ミバエ飼育用バイオトロン、寄生果実保管用バイオトロン、プレハ

ブ式恒温室、発電機、車両等 

4）蒸熱処理実験棟の改修・増築工事 
当初、インドネシア側負担事項としていたが、2010年度予算要求の手続きを開始してい

るものの実施時期などで不確定要素が大きいことから、「蒸熱処理実験棟等の詳細設計か

ら建設業者の選定、建設工事契約まで」と「宿泊棟の内部改装」（短期専門家の夜間作業

時の宿泊用）を日本側負担とすることで合意した。 

5）プロジェクト活動予算 
長期・短期派遣専門家の現地でのプロジェクト活動費及びプロジェクト実施に不可欠な

専門家携行資機材費（人工飼料などで現地調達が困難な資材などを含む） 

 

（2）インドネシア側投入 
1）C/Pの配置（関係機関からの給与及び旅費を含む） 
プロジェクト期間中で、活動が集中するマンゴー収穫時期（9月～12月）とそれ以外の

時期についての要員配置計画を実施段階で協議する必要がある。 

2）プロジェクトに必要な土地及び施設 
PFIの土地及び施設は作物総局の管理下にあるが、既に園芸総局から作物総局へのレタ

ーにより施設建設についての調整がついているとの確認をした。 
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3）運営予算 
プロジェクト実施に際しての初期投資及び運営維持管理費 

4）プロジェクト事務室の提供 
十分なスペースがあり、蒸熱処理実験棟へのアクセスも良いことから旧マウス実験棟を

改修し、プロジェクト事務室とすることとした（若干の補強工事、外装・内装、エアコン・

窓の設置、配電、電話及びインターネット回線の接続を含む）。 

5）蒸熱処理実験棟建設に係る樹木伐採、電気・水道・通信回線の引き込み工事 
・プロジェクトにより建設する蒸熱処理実験棟は園芸総局による管理とすることから、変

圧器は別途園芸総局が電力会社に引き込み工事を発注することになる。 

・次の2つの給水源の確保を確認した。①高架水槽からの給水管への接続により蒸熱処理
実験棟に延長・給水するもの。②深井戸からの受水槽に直接接続し蒸熱処理実験棟に給

水するもの。 

6）マンゴー購入費 
園芸総局が試験用マンゴーの調達に責任をもって、適切なタイミングで一定品質、かつ

試験に十分な量のマンゴーを準備することを改めて確認した。調達にあたっては、マンゴ

ーの生産地、生産者、収穫日、農薬・肥料等の使用状況、大きさ、重さ、熟度、保管・輸

送・梱包方法、ワックスの有無などの情報の重要性を調査団から指摘した。 

 

３－２ 実施体制 

 ３－２－１ 実施機関 

農業省園芸総局及び同省農業検疫庁 

 

 ３－２－２ カウンターパート 

（1）体 制 
プロジェクト・マネジメント・ユニットの体制、役割、人員配置は表3-2のとおり。 

 

表３－２ プロジェクト・マネジメント・ユニットの体制 

ユニット 主な役割 人数* 備考 

プロジェクト・コーディネーター 全体調整 1 C/P 

プロジェクト・マネジャー マネジメント 2 C/P 

事務局・広報 管理事務・調整 4 C/P 

ミバエ類飼育と大量生産 ミバエ類飼育 7 C/P 

消毒試験 

（ミバエ類の殺虫と果実障害試験） 

蒸熱処理試験 13 C/P 

研究機関 科学的支援 5 支援 

ミバエ類調査、同定及び収集 野外でのミバエ同定、監視など 4 支援 

果実の品質試験 品質及び残留農薬監視 4 支援 

＊：ユニット間で重複があるため、C/Pは19名。 
（出所：聞き取りにより調査団作成） 
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PFIからの回答によれば、短期専門家不在中におけるプロジェクトの活動としては、マン
ゴー生果実の蒸熱処理試験に供するためのミバエ種の大量の累代飼育を実施することにな

るが、PFI本来の業務に関連して、マンゴー果樹園におけるミバエ類のトラップによる監視
やミバエサンプルの収集、収集したミバエ類の同定と同定のためのミバエ標本の作製を予

定しているとのことであった。これらに加えて、累代飼育中のミバエが混入しないように

定期的な同定と蒸熱処理装置が正常に稼働することの確認のための定期メンテナンスが必

要である。 

 

（2）技術レベル 
プロジェクト・サイトとなるPFIにおいては、既に数種類のミバエを人工飼料や採卵器を

用いて累代飼育している実績がある。また、C/P候補者にはJICA沖縄が実施している課題別
研修「ミバエ類温度処理殺虫技術コース」の受講者3名に加え、現在受講中の2名も含まれ
ているほか、オーストラリアでのミバエ関係の研修の受講者も含まれている。これらC/P予
定者には、ミバエ同定、飼育、殺虫試験、果実障害試験などの基本的な知識や経験を有し

ている者も多いことから、プロジェクトを遂行するのには十分な技術レベルに達している

と思われる。輸出までのプロセスでは数多くの試験を行うだけでなく、試験データの取り

まとめや論理的な解析、統計処理を行い、なおかつそれらをレポートにまとめる必要があ

ることから、消毒技術開発にかかわる3分野についてそれぞれ深い知識と指導力を身に着け
ていく必要がある。 

 

 ３－２－３ プロジェクト・サイト 

プロジェクト・サイトであるPFIは日本の援助によって1987年に建設され、本館のほかに宿
泊・食堂設備を備えた別棟、ガラス温室、12haに及ぶ実験圃場などを備えている。PFIには蒸熱
処理機及びそれに類する機器は設置されていないため、蒸熱処理を用いた消毒技術試験を行う

には高性能の試験用蒸熱処理機及びその付属設備を導入する必要がある。また、実際に使用す

る際には同時並行的に各種の試験を実施するのに加え、故障などの影響を軽減するため、蒸熱

処理機は2台必要である。 
第1次調査時に収集した情報によれば、インドネシアでは月に2回程度の停電が起きるとされ

ていた。今次調査中は停電に遭遇することはなかったが、停電時対策のための発電機を中心と

した予備電源システムの設置も必要である。 

今次調査前に収集した情報を基に、インドネシア側には、PFIで所有しており、プロジェクト
に利用可能な機材をリストアップし、調査団訪問時にはその現物をチェックできるようにあら

かじめ依頼したため、PFIに到着後直ちに確認作業を行うことができた。その結果、シャーレや
ビーカーなどのいくつかのガラス器具については未使用のまま保管されているものがあり、プ

ロジェクトでの使用ができるものと判断した。また、実体顕微鏡については2004年に導入され
たもの2台と1987年に導入されたもの6台がメンテナンスやパーツ交換のうえで利用できると判
断した。そのほかにも恒温水槽などの試験機器が多く見られたが、ほとんどは手入れや保管状

況が悪いため稼働せず、新規投入が望ましい。 
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３－３ 実施に係る留意事項 

 ３－３－１ ペスト・リスク・アナリシス（PRA）及び対象ミバエ種の選定 
今次調査で作成されたマンゴーのペストリスト及びインドネシアに発生するミバエリストは

インドネシアで内容を再確認後、正式に提出され、提出されたリストを受けて横浜植物防疫所

においてPRAを実施中である。PRAにより試験の対象となるミバエ種の選定がなされたその結果
によってインドネシア側に対象種を通知する。 

 

 ３－３－２ ミバエ飼育 

プロジェクト開始前に、現在PFIで飼育しているミバエの同定が正しいか、まず判明させるこ
とが重要である。同定が誤っていた場合、あるいはPRAの結果により現在PFIで飼育されている
以外のミバエ種が対象種として選定された場合には、野外から新たに対象種を採取し、試験に

使用できる状況にまで大量飼育を行う必要がある。また、PRAの結果、対象種が多くなった場合
には、飼育スペースが不足、試験に要する手間、時間が増加すること等が懸念される。具体的

には、野外で採取→種の同定確認→個体数の増加→採卵器・人工飼料を用いた飼育法の確立な

ど、試験に供試できる状態にするには、順調に進んでも1年近い期間がかかると考えられるが、
対応策としては、以下の案が考えられる。 

① ジャワ島以外に発生するミバエ種が対象として選定された場合、インドネシア国内の島

間移動の規制など国内検疫の体制整備の下、対象マンゴーの産地をジャワ島に限定し（島

外対象種のフリーエリアの設定）、試験の対象種を減らす。 

② ジャワ島に分布する種が多数、選定された場合、プロジェクトの規模、期間などを見直

す。 

なお、PFIで飼育しているミバエ4種を調査団が日本に持ち帰り同定を行ったところ、そのう
ち1種（PFIによるとB.carambolaeとされていた種）はB.papayaeであることが判明した。したが
って、B.carambolaeは現在PFIで飼育されていないことになるが、B.carambolaeは対象種となり
得る非常に重要な種であり、新たに個体を入手し飼育を開始する必要があるため、園芸総局を

通じBATAN及びガジャマダ大学から飼育個体の提供を受け、同定を行った。その結果、いずれ
の個体もB.carambolaeであると確認された。将来的には、PFIがこれらの機関から飼育個体を譲
り受け、大量飼育が可能となるように準備を行う必要がある。 

また、PFIにおける飼育に関しては、現在の飼育虫は、野外から導入したコロニーから1ペア
あるいは数個体を取り出し、新しいケージに入れ、それを累代して飼育する形となっている。

特に1ペアから形成されたコロニーでは遺伝的に問題がある可能性があり、導入の元系統（B. 
papayaeであれば「B1」）を集中的に増殖することが適当と考えられる。 
幼虫飼料についても、現在はニンジン飼料が使われているが、より効率がよくて扱いやすい

飼料へ変更することも考えられる。今次調査ではPFIで現在使用しているニンジン飼料のほか、
日本から持ち込んだ小麦フスマ等を使用した飼料、現地で入手した材料を使用した小麦フスマ

飼料で、ごく簡単な幼虫の発育試験を行い（結果は後日、現地から報告をもらうこととしてい

る）、これらの結果も踏まえて飼料の検討を行う。また、ウリミバエについては、採卵器を用い

た採卵を可能にすることが必須となる。 

また、PRAの結果、現在飼育していない種が対象種に選定された場合（飼育虫の同定が間違っ
ていた場合も同様）、まず野外から対象種を採取し室内に導入する必要が生じる。 
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３－３－３  ミバエ標本持ち出し手続き 

標本の日本への持ち出しに関しては、第1次調査時に生物移動同意書（Material Transfer 
Agreement：MTA）手続きが必要であることが判明した。このため、事前にインドネシア側の協
力でMTA申請を行いLIPIから承認を受けた。PFIで入手した飼育虫の標本を調査期間中にLIPI に
持参し、標本の確認を受けた後、標本の半分はLIPIに保管され、シッピングインボイスを作成し
た。これにより4種計66頭を携帯し日本に持ち込んだ（B. albistrigataは飼育中が少なく♂♀各3
頭の計6頭、その他3種は♂♀各10頭の計20頭）。 
プロジェクト期間中も定期的なミバエ種の同定が必要であるが、これらについても今回と同

じ手続きで標本の持ち出しが可能である。なお、LIPIにおいて、担当のDr. Yayuk Rahayuninqsih
に以下のことを確認した。 

① 未同定の種でも、「Bactrocera sp. 1」のように記載し、今回と同様の手順で標本を持ち出
せること。 

② 同定のためであれば、標本を解剖し生殖器を取り出しての観察も可能、同様に、虫体の

一部を採取しての遺伝子解析も可能。 

③ 同定結果はLIPI側に通知すること。 
また、Dr.Yayuk Rahayuninqsihからは、LIPIには若手のミバエ分類研究者 Mr.Oscar Efendy

もおり、今後も相互に情報交換できることを望むとの発言もあった。プロジェクト実施中は、

標本持ち出しの手続きも含め、ミバエに関する有益な情報交換ができるものと思われる。 
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第４章 プロジェクト実施の妥当性 
 

４－１  妥当性 

 本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

・インドネシアにおいて、マンゴーは熱帯性果実のなかでバナナやマンゴスチンと並ぶ主要な

輸出産品であるが、現在、輸出量は生産量のわずか0.1％未満にとどまっている。輸出の障害
となっているミバエ類による果実汚染に対応するため、解禁に不可欠なインドネシアのミバ

エ類殺虫技術の確立に関する支援を行う効果は大きい。 

・周辺のアジア諸国とは収穫時期が異なり市場性も期待できるゲドン・ギンチュウ種を対象果

実として選択することは妥当であり、輸出の拡大による農民の所得向上や地方における雇用

機会創出の効果は大きい。 

・わが国は、ミバエ類の消毒技術（特に蒸熱処理技術）に関して先進的な技術を有しており、

過去に他国において類似の協力を実施した経験もあることから、当該分野に係る支援におい

て比較優位がある。 

・インドネシア「国家中期開発計画（2005～2009年）」、「園芸作物開発計画（2005～2009年）」、
農業検疫「再活性化プログラム（2008年）」において、輸出振興につながる植物検疫技術の向
上と人材育成は重要課題として位置づけられている。 

・本プロジェクトはこれら先方ニーズや優先課題と合致するものであり、また、当該分野にお

ける支援はJICAの対インドネシア国別援助実施方針において「食料安定供給プログラム」に
位置づけられるものである。 

 

４－２ 有効性 

 本プロジェクトは、以下の理由から有効性が認められる。 

・プロジェクト目標は、対象となるマンゴー（ゲドン・ギンチュウ）の蒸熱処理によるミバエ

類の完全殺虫と熱障害の回避に係る技術の確立であり、その指標も明確に設定されており、

プロジェクト目標の設定は明確である。 

・本プロジェクトでは、まずPFIにおける供試ミバエ類の実験室における累代飼育に関する能力
を向上し（成果1）、次にDGH、AAQ、PFIによる供試ミバエ類の蒸熱処理による消毒技術に関
する能力を向上し（成果2）、最終的に試験データ及び分析結果を蓄積するデータシステムを
構築する（成果3）こととしており、これらの成果によりプロジェクト目標が達成されるとい
う道筋は明確である。 

 

４－３ 効率性 

 本プロジェクトは、以下の理由から効率的な実施が見込める。 

・短期専門家の派遣にあたっては、JICA沖縄センターで実施中の課題別研修「ミバエ類温度処
理殺虫技術」に講師としてかかわった経験を有する人材の派遣が想定されており、インドネ

シア関係者の技術レベルやニーズをよく理解していることから、効率的な技術移転が可能で

ある。 

・インドネシア側C/Pには、上記課題別研修の参加者が含まれており、その研修成果を直接現地
でのプロジェクト活動に役立てることが期待され、本邦研修と技術協力プロジェクトの効率
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的な連携が可能である。 

・短期専門家をマンゴーの収穫時期に合わせてシャトル派遣することにより、現地で必要とさ

れる技術を段階的かつ集中的に移転することができる。 

 

４－４ インパクト 

 本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測できる。 

・本プロジェクトで移転されるマンゴー（ゲドン・ギンチュウ）についてのミバエ類の蒸熱処

理技術は、他のマンゴー種や他の熱帯性果実のミバエ類殺虫技術への応用が可能であり、上

位目標が達成される見込みが高い。 

・蒸熱処理技術の確立により、ミバエ類の植物検疫を行っている国に対する輸出が可能となる

ことが見込まれ、マンゴーなどの熱帯性果実の輸出が促進され、地方における雇用機会創出

や、西ジャワ州のマンゴー（ゲドン・ギンチュウ）生産農家（約20万世帯以上）の所得向上
に貢献することが期待できる。 

 

４－５ 自立発展性 

 本プロジェクトの自立発展性の見込みは、以下のように予測できる。 

 ・政策・制度面 

インドネシアはわが国とのEPAにおいて、本プロジェクトの実施を重視しており、本プロジ
ェクトの終了後もマンゴー等の熱帯性果実の輸出実現に向けた政策的な後押しが見込まれる。

他方、蒸熱処理技術の確立のほか、国内における植物検疫体制（島間移動の規制やミバエ発

生状況のモニタリング等）の強化についてもインドネシア側が並行して取り組むことが求め

られる。 

 ・組織・技術面 

ミバエ類の蒸熱処理による消毒技術については、DGH、AAQ、PFIの多機関が関与している
が、プロジェクト実施期間中はプロジェクト・マネジメント・ユニットの設置が予定されて

おり、その経験を踏まえてプロジェクト終了後も協働体制が確保されることが期待できる。

蒸熱処理による消毒技術は、非常に緻密な技術であることから、技術を習得したC/Pの継続的
な従事が不可欠である。 
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第５章 実施協議結果 
 

５－１ 討議議事録（R/D）の締結 

 第2次詳細計画策定調査団の帰国後、討議議事録（Record of Discussions：R/D）の署名・交換に
先立ち、JICAインドネシア事務所、農業省園芸総局、農業検疫庁との間で最終協議を行い、第2次
詳細計画策定調査の際にM/Mに添付したR/Dドラフトの内容から変更がないことで合意し、2009
年10月16日に署名・交換を行った。 
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２．関連事業の概要 

 

３．討議議事録（Record of Discussions：R/D） 
 

４．事業事前評価表 

 





























































































 

 

２．関連事業の概要
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関連事業の概要 
 
無償資金協力 
「稲病害虫発生予察防除計画」（1986.2～1989.3） 
稲の病害虫の発生予察と防除に関するネットワークの確立をめざし、以下の建設並びに機材供

与に関する無償資金協力事業（3期、総額52.69億円）が行われた。 
［1～2期］：西ジャワ、中部ジャワ、東ジャワ、バリの各州を対象 
・ 病害虫予察センター（ジャティサリ、2,370m2） 
・ 食用作物保護センター（4カ所：バンドン、セマラン、スラバヤ、デンパサール） 
・ 発生予察実験所〔全15カ所。西ジャワ州（4）：セラン、インドラマユ、チアンジュール、

タシクマラーヤ。中部ジャワ州（5）：パティ、スコハルジョ、テマングン、バニューマ
ス、バントール。東ジャワ州（4）：パスルアン、モジョケルト、パメカサン、マディウ
ン。バリ州（2）：ギャンニャール、ブレレン〕 

［3期］：アチェ、北スマトラ、南スマトラ、ランプン、南カリマンタン、南スラウェシの各州
を対象 

・ 食用作物保護センター（4カ所） 
・ 発生予察実験所（全11カ所） 

 
技術協力 
「作物保護強化計画」（1980.6～1985.6） 
「作物保護強化計画(延長)」（1985.6～1987.3） 
西ジャワ州北部地方を対象に、稲作病虫害及び病害防除に重点を置き、作物保護方法の開発を

めざした。農業省食用作物総局作物保護局を実施機関とし、ジャティサリ発生予察実験所、ボゴ

ール中央農業研究所発生予察研究室、パサルミング農薬検査室において活動を行った。プロジェ

クトの成果として、インドネシア各地域における稲の主要な害虫の発生がある程度事前に把握さ

れ、防除計画が立てられ、それに従って防除が行われ始めた。 
 
「作物保護強化計画フェーズII」（1987.4～1992.3） 
コメ及びパラウィジャ作物の生産に影響を与えている生物的生産阻害要因の発生予測、効率的

防除システムにかかわる技術確立をめざした。実施体制は、フェーズIとほぼ同じであるが、無償
資金協力により、ジャティサリの病害虫予察センターの施設・機能が整備され、同センターを拠

点に活動が行われた。プロジェクトの成果として、病害虫の監視により必要なデータが蓄積・解

析され、発生予察を行うことができるようになった。特に、トビイロウンカ及びツングロ病の発

生予察法及び監視調査法の確立は大きな成果であり、実用化に至った。 
 
有償資金協力 
「園芸作物開発事業」（1996.12～2002.12） 
農業省食用作物園芸総局（当時）を実施機関として、1996年12月から2002年12月まで事業が実
施された（円借款承諾額：77.69億円、円借款実行額：46.12億円）。事業は、15州31地区を対象
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として、8 種類の園芸作物（マンゴー、シトラス、マルキッサ、ランブータン、バナナ、サラク、
ドリアン、メリンジョ）を対象作物として、インドネシア国内の非灌漑地域の小規模農民を対象

に園芸作物（果樹）の栽培・収穫の支援、農業基盤整備を行い、生産性の向上、さらには園芸作

物セクターの活性化及び農民の所得向上をめざすものであった。 
本技プロにおいて、主なマンゴー生産対象地域とされる西ジャワ州のチレボン、インドラマユ、

マジャレンカの各県は、円借款事業においてマンゴー（ゲドン・ギンチュウのみ）を対象として、

各々、1,000、1,000、500haで苗木の配布（有償）が行われた。 
インドネシアで栽培されるマンゴーは100種以上に及ぶが、そのなかでもインドネシア側が優

良品種として推奨してきたのがアルマニス-143、ゲドン・ギンチュウであり、円借款事業でも同2
種が対象となった。 
 
※その他の地域では、アチェ州・サバン（500ha）、東ジャワ州・シチュボンド（1,000ha）、南
スラウェシ州・ジェネポンド（1,000ha）、同州・タカラール（500ha）を対象にマンゴーの支
援が行われ、全国で5,500haが計画された（全8種類の園芸作物の合計では、2万1,600haを計画
面積とした）。 

 
 
 



























 

 

４．事業事前評価表
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
 

作成日：平成 21年 9月 25日 
担当部・課：農村開発部水田地帯グループ水田地帯第一課 

１．案件名  
インドネシア国マンゴーにおけるミバエ類検疫技術向上計画 

２．協力概要 
（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトでは、インドネシア共和国（以下、インドネシア）において、供試ミバエ類
の実験室における飼育技術、供試ミバエ類の蒸熱処理（Vapor Heat Treatment：VHT）による消
毒方法、試験データ及び分析結果を蓄積するためのデータシステムの構築・管理に係る能力向
上を支援し、蒸熱処理技術を利用したマンゴー生果実（ゲドン・ギンチュウ）におけるミバエ
類の消毒技術の確立を図る。 

（2）協力期間：2009年 10月～2013 年 3月（3.5年） 
（3）協力総額（日本側）：約 2億 8,000万円 
（4）協力相手先機関：園芸総局（Directorate General of Horticulture of Ministry of Agriculture：

DGH）、農業検疫庁（Agency for Agricultural Quarantine：AAQ）、DGH 下部組織の病害虫予
察センター（Pest Forecasting Institute：PFI） 

（5）国内協力機関：農林水産省 
（6）裨益対象者及び規模： 
【プロジェクト・サイト】 

PFI（西ジャワ州ジャティサリ） 
【直接裨益者】 

DGH職員 4名、AAQ職員 6名、PFI職員 6名 
３．協力の必要性・位置づけ 
（1）現状及び問題点 

インドネシアの農業生産は全GDP の14.4％を占め（2009年）、農業人口が全労働人口に占め
る割合は46％であり、食料安全保障、雇用機会創出、経済成長の観点から農業は重要なセクタ
ーである。 
そのなかで、熱帯性果実や野菜、観葉植物、薬用植物等を含む園芸作物は、食用作物と比較

して経済価値が高く換金作物として国内で流通しているとともに、輸出産品としても重要な位
置づけにある。 
インドネシアにおいてマンゴーは、バナナやマンゴスチンと並ぶ主要な輸出用果物であるが

（マンゴー及びバナナの生産量は各々世界6位、マンゴスチンは世界1位）、約180万tに及ぶ総生
産量のうち輸出されているのは0.1％未満にすぎず、その潜在的な輸出拡大の可能性が注目され
ている。現在、インドネシア産のマンゴーは、中近東や東南アジアの市場向けに輸出されてお
り、輸出量も徐々に伸びている。しかし、インドネシアにはマンゴーに寄生し甚大な被害を与
えるミバエ類が数多く生息していることから、輸出相手国は、ミバエ類が既に生息しているか、
ミバエ類の侵入が経済的な損害を及ぼすことがないため、ミバエ類が寄生するマンゴーを植物
検疫の対象としていない国に限られている。インドネシアは、世界最大の島嶼国であり、その
生物多様性も豊かで、生息するミバエ類も数十種に及ぶが、日本に輸入が解禁されたマンゴー
におけるミバエ類の消毒技術として最も一般的な蒸熱処理技術を用いて寄生するミバエ類を消
毒することにより、マンゴーの輸出拡大をめざしており、わが国に対しても1997年にマンゴー
の輸入解禁を要請している。 
このような状況を踏まえて、インドネシア政府は、既にシンガポール等に一定量を輸出して

いる実績があり、輸出用果物としてポテンシャルが高いゲドン・ギンチュウ（現地語名）を対
象種としてマンゴー生果実の輸出促進を図るため、蒸熱処理技術を利用したミバエ類の消毒に
関して先進的な技術と豊富な経験を有するわが国に当該技術の移転・能力強化に関する技術協
力プロジェクトの実施を要請した。 
プロジェクトの実施機関となるDGHは植物保護の観点で病害虫調査や病害虫の監視に基づく

生産ガイドラインの策定を行っており、プロジェクト・サイトであるDGH下部組織のPFIでミバ
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エ類の同定及び累代飼育と蒸熱処理試験を実施し、AAQはPFIにおける実験データ取りまとめを
行う。 
なお、本プロジェクトは日尼経済連携協定（EPA）署名（2008年6月）の際の共同声明文の別

添文書に記載された協力案件である。 
 
（2）相手国政府国家政策上の位置づけ 

「国家中期開発計画（2004～2009年）」において、地方における雇用機会創出と経済成長の促
進を目的とする「農業再活性化」が重点項目のひとつとなっており、農水産物の競争力及び付
加価値強化、輸出増をめざしている。 
「園芸作物開発計画（2005～2009年）」においては、園芸作物の生産増、流通の改善、消費の

促進等において包括的な支援を行うとしており、そのための4つの戦略のひとつとして、輸出市
場の衛生植物検疫措置（SPS）を含む「品質の改善」を掲げている。また「農業検疫プロフィー
ル」（2008年11月）では農業検疫の再活性化プログラムを定め、インフラ整備、人的資源開発、
規制と検疫システム等に関する取り組みを重視している。本プロジェクトは、これらのインド
ネシアの政策に合致するものである。 
 
（3）わが国援助政策との関連、JICA 国別援助実施方針上の位置づけ 

わが国の対インドネシア国別援助計画では、3つの柱のうち「民主的で公正な社会づくりのた
めの支援」において、農水産業の振興を通じた雇用創出や農家の所得向上の観点から、農民組
織の運営強化、関連インフラの整備、生産性の向上、加工・流通システムの確立等を中心に支
援するとしており、本プロジェクトによる植物検疫技術の向上は流通システムの確立に寄与す
るものである。 
また、本プロジェクトは、JICAの対インドネシア国別援助実施方針（2009年4月）において「食
料安定供給プログラム」の「農水産物競争力強化」に位置づけられる。 

 
（4）他援助機関の関連事業との関係 

PFIは、無償資金協力「稲病害虫発生予察防除計画」（1989年） で建設され、並行して、技術
協力「作物保護強化計画」及び同「フェーズⅡ」が実施された拠点である。また、対象となる
マンゴー（ゲドン・ギンチュウ）は、有償資金協力「園芸作物開発事業」（1996～2002年） で
西ジャワ州チレボン、インドラマユ、マジャレンカを含む各県で導入・拡大されたものである。 
オーストラリア国際農業研究センター（Australian Center for International Agricultural 

Research ：ACIAR）は、野外におけるミバエ類の研究を2005年から実施中であり（2009年12月
終了予定）、さらに、マンゴー及びマンゴスチンの国際競争力を高めるための栽培技術、病虫害
対策、収穫後処理を通じた品質向上に関する研究プロジェクトを実施予定（2009～2012年）で
ある。ミバエ類の同定や飼育技術に関する情報交換を行うなどして有機的な連携を図ることが
重要である。 

４．協力の枠組み 
本プロジェクトは、蒸熱処理技術を利用したマンゴー生果実（ゲドン・ギンチュウ）におけるミ

バエ類（ミカンコミバエ群種及びウリミバエ）の消毒技術の確立をめざしている。インドネシアに
おけるマンゴーの収穫時期は主に 9～12 月であり、効率的に実験を行うためにマンゴーの収穫時期
に絞って短期専門家を派遣し、プロジェクトのカウンターパートである DGH、AAQ、PFIの職員と
ともに、以下のような取り組みを行う。 
まず、ミバエ飼育及び蒸熱処理試験を行う実験棟を増築し、基礎的なインフラを整備し、蒸熱処

理機やバイオトロン等の機材を設置する。施設及び機材の整備が完了した後、1年目のマンゴー収穫
時期は、プロジェクト期間中を通じて十分な量の供試ミバエ類を確保するために、PFIにおいて対象
ミバエ類の飼育に適した温度・湿度・光周期の環境を確立し、各成長段階のミバエ類の飼育方法を
改善する。また、試験用果実については、生産地からの調達方法及び保管方法を確立する。さらに、
蒸熱処理試験に先立ち、蒸熱処理機内に果実を配置して温度設定等の諸条件の調整を行うとともに、
マンゴーの熱障害に係る実験を開始する。 

2年目は、裸虫の状態でのミバエ類の耐性を確認するために温湯浸漬試験を行い、すべての対象ミ
バエ類のなかで最耐性ステージを仮決定する。それと同時に、寄生供試果実の作製方法を確立し、
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蒸熱処理試験を開始してすべての対象ミバエ類のなかでの最耐性ステージを決定する（熱感受性比
較試験）。その後、小規模殺虫試験を実施し、蒸熱処理による最耐性種の完全殺虫のための条件を
決定する。また、それと並行して果実に商品として問題となるような熱障害を回避する対策を検討
する（小規模熱障害試験）。 

3年目は、2年目に引き続き小規模殺虫試験及び小規模熱障害試験を実施し、完全殺虫及び熱障害
回避を満足する基準が確立された段階で、果実及びミバエの数を増やし、大規模熱障害試験及び大
規模殺虫試験を実施し、基準が有効であることを確認する。 
プロジェクト期間を通じて、ミバエ類の飼育方法や各実験に関するすべてのデータを記録し、分

析を行う。3年目には、蓄積したデータを輸入解禁申請の際に相手国に提出できるレベルの報告書と
して取りまとめる。 
 
（1）協力の目標（アウトカム） 

1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 
目標：マンゴー生果実（ゲドン・ギンチュウ）について、ミバエ類に対する蒸熱処理による

消毒技術が確立される。 
【指標】：3 万頭以上の大規模殺虫試験で、すべての対象ミバエ類のなかで最も熱耐性のある

ステージにおいて、供試果実に重大な障害を起こさずに供試ミバエ類を完全消毒す
る基準が確立される。 

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標） 
目標：他の熱帯性果実について、ミバエ類に対する蒸熱処理による消毒技術が確立される。 
【指標】：消毒技術が確立される熱帯性果実の種類の数 
 

（2）活動及びその成果（アウトプット） 
〔成果 1：供試ミバエ類の実験室における累代飼育に関するカウンターパートの能力が向上す

る。〕 
活動 1-1：実験室において、異種ミバエの混入を防ぐため定期的に供試ミバエ類の種を同定す

る。 
活動 1-2：実験室において、一定の温度、湿度及び光周期で飼育環境を管理する。 
活動 1-3：対象ミバエ類の成長ステージを明確にする。 
活動 1-4：採卵、幼虫・成虫飼育を含むミバエ類のすべての成長ステージにおける飼育方法を

改善する。  
【指標 1】：カウンターパートが採卵器により効率的にミバエ類の卵を採取できる。 
【指標 2】：カウンターパートが実験計画に従って、それぞれのミバエ類の幼虫を人工飼育で

きる。 
【指標 3】：カウンターパートが実験室で供試ミバエ類を成虫 6,000頭規模で累代飼育できる。 
 
〔成果 2：供試ミバエ類の蒸熱処理による消毒方法に関するカウンターパートの能力が向上する。〕 
活動 2-1：ミバエ類による再寄生を防ぐために、実験室において寄生した果実と処理をした果

実の保管条件を確立する。 
活動 2-2：適切な時期に適切な量と質の供試果実を確保する方法を確立する。 
活動 2-3：実験室において、供試果実の一定温度での保管環境を確立する。 
活動 2-4：温湯浸漬試験によりすべての対象ミバエ類のなかで最耐性ステージを決定する（熱

感受性比較試験）。 
活動 2-5：殺虫試験のための寄生供試果実の作製方法を確立する。  
活動 2-6：供試果実への温度センサーの挿入方法を確立する。 
活動 2-7：蒸熱処理機内でのセンサー果実の配置を決定する。 
活動 2-8：蒸熱処理によるすべての対象ミバエ類のなかで最耐性ステージを決定する（熱感受

性比較試験）。 
活動 2-9：蒸熱処理による最耐性種の完全殺虫のための条件を決定する小規模殺虫試験を実施

する。 
活動 2-10：蒸熱処理による熱障害の症状と原因を確認し、その熱障害を回避する対策を検討
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する (小規模熱障害試験)。 
活動 2-11：蒸熱処理による熱障害を回避するための熱障害試験を実施する（大規模熱障害試

験）。 
活動 2-12：蒸熱処理による最耐性種の完全殺虫のための条件を証明するための大規模殺虫試

験を実施する。 
【指標 1】：カウンターパートが適切に蒸熱処理機を操作できる。 
【指標 2】：カウンターパートがすべての対象ミバエ類のなかで最耐性ステージを決定できる。 
【指標 3】：カウンターパートがすべての対象ミバエ類のなかでの最耐性ステージにおける

完全消毒条件を決定できる。 
【指標 4】：カウンターパートが適切な蒸熱処理方法により果実の熱障害を回避できる。  
 

〔成果 3：試験データ及び分析結果を蓄積するためのデータシステムが構築される。〕 
活動 3-1：継続的に試験データを記録する。 
活動 3-2：試験データを分析する。 
活動 3-3：マンゴーの輸出が想定される国に提出するための報告書としてデータを取りまとめ

る。  
【指標 1】：ミバエ飼育及び蒸熱処理試験を含むすべてのデータが蓄積される。 
【指標 2】：ミバエ飼育及び蒸熱処理試験の各段階についてのマニュアルが取りまとめられる。 
【指標 3】：分析されたデータが報告書として取りまとめられる。 

 
（3）投入（インプット） 

1）日本側投入 
a．専門家派遣 
・長期専門家（業務調整/データ管理、1名） 
・短期専門家（ミバエ飼育、蒸熱処理消毒試験、果実障害試験等） 

b．本邦研修 
・研修員受入れ 1～3名/年 

c．供与機材 
蒸熱処理機、ミバエ飼育用バイオトロン、寄生果実保管用バイオトロン、プレハブ式恒温
室、発電機、車両等 

d．施設 
蒸熱処理実験棟の改修・増築工事 

e．プロジェクト活動予算 
2）インドネシア側投入 

a．カウンターパートの配置、給与 
b．プロジェクトに必要な土地及び施設（プロジェクト事務室を含む） 
c．蒸熱処理実験棟建設に係る樹木伐採、電気・水道・通信回線の引き込み工事 
d．試験用マンゴーの調達 
e．運営予算（実験棟にかかる電気代、発電機の燃料代、一部人工飼料等） 

 
（4）外部要因（満たされるべき外部条件） 

1）前提条件 
・対象ミバエ類を決定するために、インドネシア側からペストリストが提出される。 

2）成果（アウトプット）達成のための外部条件 
・（気象条件等の影響を受けずに）試験用マンゴー果実（ゲドン・ギンチュウ） が確実（一
定量・品質）に入手できる。 

・必要な施設と機材に関する技術的なトラブルが回避される。 
・訓練を受けたカウンターパートが現在の業務を継続する。 

3）プロジェクト目標達成のための外部条件 
・訓練を受けたカウンターパートが現在の業務を継続する。 

4）上位目標達成のための外部条件 
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・訓練を受けたカウンターパートが現在の業務を継続する。 
・植物検疫強化に必要な資金が確保される。 

５．評価 5項目による評価結果 
以下の視点から評価した結果、協力の実施は適切と判断される。 
（1）妥当性 
本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 
●インドネシアにおいて、マンゴーは熱帯性果実のなかでバナナやマンゴスチンと並ぶ主要な
輸出産品であるが、現在、輸出量は生産量のわずか 0.1％未満にとどまっている。輸出の障
害となっているミバエ類による果実汚染に対応するため、解禁に不可欠なインドネシアのミ
バエ類殺虫技術の確立に関する支援を行う効果は大きい。 
●周辺のアジア諸国とは収穫時期が異なり市場性も期待できるゲドン・ギンチュウ種を対象果
実として選択することは妥当であり、輸出の拡大による農民の所得向上や地方における雇用
機会創出の効果は大きい。 
●わが国は、ミバエ類の消毒技術（特に、蒸熱処理技術）に関して先進的な技術を有しており、
過去に他国において類似の協力を実施した経験もあることから、当該分野に係る支援におい
て比較優位がある。 

●インドネシア「国家中期開発計画（2005～2009年）」、「園芸作物開発計画（2005～2009年）」、
農業検疫「再活性化プログラム（2008 年）」において、輸出振興につながる植物検疫技術の
向上と人材育成は重要課題として位置づけられている。 
●本プロジェクトはこれら先方ニーズや優先課題と合致するものであり、また、当該分野にお
ける支援は JICAの対インドネシア国別援助実施方針において「食料安定供給プログラム」に
位置づけられるものである。 

 
（2）有効性 
本案件は以下の理由から有効性が認められる。 
●プロジェクト目標は、対象となるマンゴー（ゲドン・ギンチュウ）の蒸熱処理によるミバエ
類の完全殺虫と熱障害の回避に係る技術の確立であり、その指標も明確に設定されており、
プロジェクト目標の設定は明確である。 
●本プロジェクトでは、まず PFI における供試ミバエ類の実験室における累代飼育に関する能
力を向上し（成果 1）、次に DGH、AAQ、PFIによる供試ミバエ類の蒸熱処理による消毒技術
に関する能力を向上し（成果 2）、最終的に試験データ及び分析結果を蓄積するデータシステ
ムを構築する（成果 3）こととしており、これらの成果によりプロジェクト目標が達成され
るという道筋は明確である。 

 
（3）効率性 
本案件は、以下の理由から効率的な実施が見込める。 
●短期専門家の派遣にあたっては、JICA沖縄センターで実施中の課題別研修「ミバエ類温度処
理殺虫技術」に講師としてかかわった経験を有する人材の派遣が想定されており、インドネ
シア関係者の技術レベルやニーズをよく理解していることから、効率的な技術移転が可能で
ある。 

●インドネシア側カウンターパートには、上記課題別研修の参加者が含まれており、その研修
成果を直接現地でのプロジェクト活動に役立てることが期待され、本邦研修と技術協力プロ
ジェクトの効率的な連携が可能である。 
●短期専門家をマンゴーの収穫時期に合わせてシャトル派遣することにより、現地で必要とさ
れる技術を段階的かつ集中的に移転することができる。 

 
（4）インパクト 
本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測できる。 
●本プロジェクトで移転されるマンゴー（ゲドン・ギンチュウ）についてのミバエ類の蒸熱処
理技術は、他のマンゴー種や他の熱帯性果実のミバエ類殺虫技術への応用が可能であり、上
位目標が達成される見込みが高い。 
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●蒸熱処理技術の確立により、ミバエ類の植物検疫を行っている国に対する輸出が可能となる
ことが見込まれ、マンゴーなどの熱帯性果実の輸出が促進され、地方における雇用機会創出
や、西ジャワ州のマンゴー（ゲドン・ギンチュウ）生産農家（約 20万世帯以上）の所得向上
に貢献することが期待できる。 

 
（5）自立発展性 
本案件の自立発展性の見込みは、以下のように予測できる。 
●政策・制度面：インドネシアはわが国との EPAにおいて、本プロジェクトの実施を重視して
おり、本プロジェクトの終了後もマンゴー等の熱帯性果実の輸出実現に向けた政策的な後押
しが見込まれる。他方、蒸熱処理技術の確立のほか、国内における植物検疫体制（島間移動
の規制やミバエ発生状況のモニタリング等）の強化についてもインドネシア側が並行して取
り組むことが求められる。 

●組織・技術面：ミバエ類の蒸熱処理による消毒技術については、DGH、AAQ、PFI の多機関
が関与しているが、プロジェクト実施期間中はプロジェクト・マネジメント・ユニットの設
置が予定されており、その経験を踏まえてプロジェクト終了後も協働体制が確保されること
が期待できる。蒸熱処理による消毒技術は、非常に緻密な技術であることから、技術を習得
したカウンターパートの継続的な従事が不可欠である。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 
 貧困・ジェンダー・環境等に対する負の影響は予想されない。 
７．過去の類似案件からの教訓の活用 
 わが国は、過去にコロンビア（「地中海ミバエ殺虫技術開発プロジェクト」）とベトナム（「ミバエ
類殺虫技術向上プロジェクト」）において熱帯性果実に係るミバエ類検疫技術の支援実績があり、そ
れらにおける以下のような教訓を活用する。 
●蒸熱処理による消毒技術の導入にあたっては、プロジェクトの本格的な活動に先立って実験環
境の整備が不可欠であり、実験棟の整備、電力や水供給等のインフラ整備が必要である。詳細
計画策定調査段階において、インフラ担当の団員を派遣し、双方の役割分担や本格的な活動開
始までのスケジュールを明確に整理した。 
●短期専門家不在中のミバエ類飼育や実験データの取りまとめを支援するため、業務調整専門家
（長期）を派遣することが効率的であることが教訓として得られていることから、本プロジェ
クトにおいても業務調整専門家を派遣して適切な実施管理を行っていく。 

８．今後の評価計画 
中間レビュー：短期専門家の 2度目の派遣時期（2011年 10月ころ 予定） 
終了時評価：短期専門家の最終派遣時期（2012年 12月ころ 予定） 
事後評価：プロジェクト終了から 3年後を目処に実施予定 
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